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ギー化は、それを推進するほどCO2排出量とそのコストを削
減することが可能で、しかも、再生可能エネルギーや原子力
エネルギーなど全てのエネルギー資源を対象として有効に
働く。
　一方、このような社会の趨勢の下、交通インフラの要であ
る道路に目を転じると、道路の新規建設やメンテナンスなど
の維持管理に必要となる舗装資材の加熱アスファルト混合
物（以下、合材と記述）は、国内で年間3,800万トン余りが
製造されている1)。そして、これを製造するアスファルトプラン
ト（以下、APと記述）からは、年間103万トンに上るCO₂を排
出していると推定される。APにおいても、過去2度に渡るオイ
ルショックの境遇の下、早くから省エネルギー化技術を積極
的に取り入れており、今では実に85%を超える熱効率
（LHV：Lower Heating Value）にまで達している。逆に、
このことは、APの省エネルギー化が限界に近付いていること
をも示唆している。
　また、同合材は、そのワーカービィリティー（作業性）が低下
しない熱い状態で輸送し舗装を施工する必要があることか
ら、ダンプトラックによる搬送可能時間（距離）が限定的とな
る。そのために、このことを補完するようにして全国に1,000
基以上のAPが分散して立地している。そして、このことが、
APの稼働率を引き下げ生産性、引いては省エネルギー化
の足枷となっていることは否めない。
　次に、同合材を製造するときにAPで消費する化石燃料に
着目すると、骨材の水分を除去する乾燥プロセスでその過
半数を消費している。とりわけ、比表面積が大きい砂が骨材
全体の70%以上の水分を保持していることから、廃熱など
を有効に利用してこの水分を予め除去することができれば
省エネルギー化による燃費とCO2の削減に極めて大きく寄与
することができる。
　本稿では、稼働率が極めて低いAPの運用上の制約から
影響を受けることがない砂のサプライチェーンにおいて、従
来、骨材の乾燥に有効利用することができず廃熱として捨
てていた排ガスに含まれる水蒸気の凝縮潜熱を回収利用
することにより、実に150%を超える熱効率（LHV）で砂を乾
燥することができる砂乾燥システムの概要と、この乾燥砂を
合材の骨材として供給することによりAPで期待される燃費と
CO2の削減効果を検討している。

2.APの課題

　第2章では、「2.1 APの概要」において、APの特徴を概観し
た上で、2050年のGHG排出量を実質ゼロに、引いては2030
年に46%、2035年に60％の削減目標を目指して行くために、
今現在のAPが抱えている課題を「2.2 省エネルギー化の限
界」と「2.3 稼働率向上の限界」にフォーカスし掘り下げている。

　2.1　APの概要
　APは、質量割合で約90%の砕石と砂などのバージン（新
規）骨材（以下、V骨材と記述）を乾燥加熱し、それに原油の
残渣であるアスファルトをバインダーとして約5%、石粉（炭酸
カルシウム）をフィラーとして約5%添加混合して、道路舗装
資材である合材を製造する装置である。
　代表的なAPの全景を写真-1と写真-2に、そのフローを
図-12)に示す。図より、V骨材を乾燥加熱する新材用ドライヤ
（以下、Vドライヤと記述）、乾燥加熱した骨材を各粒度に篩
い分けるスクリーン、ホットビンに貯蔵された各粒度の骨材を
配合設計に応じて計量する計量器、計量したV骨材と所定
のアスファルトとフィラーを添加して熱い状態で混合する2軸
のパグミルミキサなどで構成されている。

　さらに、循環型社会形成の観点より、老朽化したアスファ
ルト舗装を打ち換える時に発生する舗装発生材であるアス
ファルト・コンクリート塊（以下、アスコンガラと記述）を破砕し
て粒度調整したものをリサイクル材（以下、R材と記述）と称
し、これを骨材の一部として一定割合、V骨材に添加混合し
てリサイクル合材（以下、R合材と記述）を製造する設備を国
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内の殆どのAPが併設している。その主要な装置として、R材
を乾燥加熱するリサイクルドライヤ（以下、Rドライヤと記述）、
加熱したR材を一旦貯蔵するサージビン、サージビンから切
り出した加熱R材を所定の割合で2軸パグミルミキサに計量
添加する計量装置、Rドライヤで生成する悪臭を帯びた排ガ
スを浄化する脱臭装置などで構成されている。
　加えて、ダンプへの合材積み込み作業に影響を受けるこ
となくAPを連続的に稼働して、省エネルギー化を図り生産性
を向上させるための合材サイロなども普及している。今現在
では、国内で出荷される合材全体の7割近くをR合材が占め
ており、これに対して、R材を混合しない合材をバージン合材
（以下、V合材と記述）と呼んで区別している。以下、単に「合
材」と標記する場合は、両者の合材を示す。
　熱い状態の合材は、流動性を呈し、道路に打設転圧後に
温度が低下してバインダーであるアスファルトが硬化すること
により道路舗装としての強度を発現する。そして、このような
ワーカービリティーや締固め度などの所定の品質を有する合
材をAPで製造するためには、水分を含む砕石や砂などの骨
材を常温から170℃前後まで乾燥加熱するプロセスを経る
必要がある。とりわけ、このプロセスが、APにおける燃料消
費とCO2発生の主要な原因である。
　骨材の乾燥加熱は、重油や天然ガスなどの化石燃料を
バーナで燃焼させることにより生成する熱風（燃焼ガス）を熱
媒体とし、これを直接骨材と接触させて熱交換（乾燥加熱）
を行っている。これらの熱交換（乾燥加熱）の場を担う装置
がドライヤである。写真-32)にドライヤの全景と図-22)にドライ
ヤの内部イメージを示す。写真と図より、APのドライヤは、骨
材の流れ方向に傾斜させた円筒回転式のドラムに骨材と熱

風とを連続的に導入し、ドラムの回転により流動分散する骨
材に熱風を直接接触さる仕組みを基本としている。特に、骨
材と熱風との接触面積を増大させて熱交換を促すために、
ドライヤ内部に多数のリフターを設け、ドライヤの回転に応じ
て骨材を持ち上げて均一に分散できるように工夫している。

排ガスに含まれる水蒸気の凝縮潜熱を利用した
砂乾燥システム

The sand drying system utilizing the latent heat of  condensation of  water vaper contained in exhaust gases

概　要
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　本稿では、稼働率が極めて低いアスファルトプラントの運用上の制約から影響を受けることがない砂のサプライチェーン
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1.　はじめに

　今世紀末までの気温上昇を産業革命前に比べて1.5℃
未満に抑えることを目標に、国際社会が大きく動いている。
2021年11月にイギリスのグラスゴーで194ヵ国の代表が
一堂に会し開催されたCOP26（国連気候変動枠組条約第
26回締約国会議）において、我が国を始めとする先進7ヵ
国は、温室効果ガス（Green House Gas以下、GHGと記
述）の排出量を2050年までに実質ゼロにする野心的な目
標を掲げている。そして、我が国は、その中間時点にあたる
2030年に2013年比でGHG排出量を46%削減し、さらに、
50%の高みを目指して行くことを国際社会に向けて約束し
ている。
　加えて、2025年2月に国連への提出期限を迎えた
2035年に向けてのGHG削減目標を、2013年比で60％と
することを、我が国はNDC：Nationally Determined 
Contributionとして表明している。そして、このことを裏付
ける根拠として第7次エネルギー基本計画を新たに作成し
閣議決定している。その方法論としては、CO2を始めとする
GHGを排出しない再生可能エネルギー並びに原子力エネ

ルギーへの転換比率を以前までにも増して高めて行くことと、
今まで以上の省エネルギー化の推進を図ることに帰結する。
　再生可能エネルギーへの移行に関しては、そのコストの
削減が課題となる。化石燃料に比べてエネルギー密度が極
めて低い再生可能エネルギーは、電気エネルギーなどへの
変換設備が巨大化する傾向にある。さらに、気象や天候の
影響を大きく受ける不確実性を伴うことから蓄電池や送配
電などへの巨額な設備投資が必要となる。
　原子力エネルギーに関しては、2011年の福島第一原発
事故の教訓と猛省の下、世界一安全基準が厳しい原子力
規制委員会の承認と地元住民との合意形成が再稼働に向
けてのハードルとして立塞がる。さらに、2050年のカーボン
ニュートラル達成に向け、老朽化して行く原子炉のリプレー
スや新規建設並びに原子力産業としての技術者や従事者
の育成などの課題が残る。
　省エネルギー化に関しては、2度に渡る石油危機の影響
を強く受けて我が国は産業界を上げて世界に誇れる省エネ
ルギー化を推進してきた。これ以上の省エネルギー化を図る
には乾いた雑巾を絞るようなものであると比喩されるが如く
限界に近付いていることが課題である。ただし、省エネル

写真-1 最近のAPの事例 ①
出典：日工株式会社発行 2024.7 NAPニュースNo.364　

写真-2 最新APの事例 ②
出典：日工株式会社発行 2022.4 NAPニュースNo.355
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材の乾燥加熱に熱エネルギーを有効利用している。そして、
このことが一因で、集塵機などの排ガス処理装置の低温腐
食を助長する事態にまで至っているケースもある。
　以上のことから、APの省エネルギー化の余地は殆ど残され
ておらず「省エネルギー化の限界」の状況にあると言える。

　2.3　稼働率向上の限界
　合材は、前述の通り温度低下によるワーカービリティーや
締固め度などの施工品質の悪化を防ぐために、熱い状態で
APから舗装現場に搬送して道路に打設転圧する必要があ
る。このため、熱い合材を冷やさずにダンプで輸送することが
可能な時間は1.5時間程度であると言われている。APは、こ
のような合材の特殊性から、APを全国に分散して設置する
ことにより、その輸送時間の制約を補完するような進化の過
程を辿ってきている。即ち、全国津々浦々の道路舗装現場に
1.5時間以内で合材を搬送することが可能な立地場所に
APが配備されているのである。
　一方で、一般社団法人日本道路建設業協会の最新の統
計によると、1990年代のバブル期においては、全国に
2,000基余りのAPが稼働し、年間8,000万トンを上回る合
材製造量を誇っていた。しかしながら、バブル崩壊による道
路建設の抑制圧力の影響を受け、合材製造量が半減する
と共に、APの合理化の勢いが加速し、その設置数が1,100
基にまで半減している1)。
　さらに、合材製造量の半減とは裏腹に、R合材の製造を担
うRドライヤの併設やダンプへの合材積み込み時間の短縮
（瞬発力向上）などの要請に答える形で、合材製造能力を
高めた大型化の方向でAPは進化を遂げている。これらのこ
とが、APの稼働率を40 %以下にまで押し下げている大きな
要因であると考えられる。ここでのAP稼働率（%）の定義は、
合材製造量（t/年）/APの合材製造能力（t/年）×100とし、
合材製造能力（トン/年）＝AP総数の公称能力（トン/時間）

内の殆どのAPが併設している。その主要な装置として、R材
を乾燥加熱するリサイクルドライヤ（以下、Rドライヤと記述）、
加熱したR材を一旦貯蔵するサージビン、サージビンから切
り出した加熱R材を所定の割合で2軸パグミルミキサに計量
添加する計量装置、Rドライヤで生成する悪臭を帯びた排ガ
スを浄化する脱臭装置などで構成されている。
　加えて、ダンプへの合材積み込み作業に影響を受けるこ
となくAPを連続的に稼働して、省エネルギー化を図り生産性
を向上させるための合材サイロなども普及している。今現在
では、国内で出荷される合材全体の7割近くをR合材が占め
ており、これに対して、R材を混合しない合材をバージン合材
（以下、V合材と記述）と呼んで区別している。以下、単に「合
材」と標記する場合は、両者の合材を示す。
　熱い状態の合材は、流動性を呈し、道路に打設転圧後に
温度が低下してバインダーであるアスファルトが硬化すること
により道路舗装としての強度を発現する。そして、このような
ワーカービリティーや締固め度などの所定の品質を有する合
材をAPで製造するためには、水分を含む砕石や砂などの骨
材を常温から170℃前後まで乾燥加熱するプロセスを経る
必要がある。とりわけ、このプロセスが、APにおける燃料消
費とCO2発生の主要な原因である。
　骨材の乾燥加熱は、重油や天然ガスなどの化石燃料を
バーナで燃焼させることにより生成する熱風（燃焼ガス）を熱
媒体とし、これを直接骨材と接触させて熱交換（乾燥加熱）
を行っている。これらの熱交換（乾燥加熱）の場を担う装置
がドライヤである。写真-32)にドライヤの全景と図-22)にドライ
ヤの内部イメージを示す。写真と図より、APのドライヤは、骨
材の流れ方向に傾斜させた円筒回転式のドラムに骨材と熱

風とを連続的に導入し、ドラムの回転により流動分散する骨
材に熱風を直接接触さる仕組みを基本としている。特に、骨
材と熱風との接触面積を増大させて熱交換を促すために、
ドライヤ内部に多数のリフターを設け、ドライヤの回転に応じ
て骨材を持ち上げて均一に分散できるように工夫している。

　V合材を製造するプロセスで用いるVドライヤは、熱風と骨
材とが向かい合って連続的に流れるカウンターフロー（向
流）方式としている。この方式は、図-3に示す通りドライヤ内
部全域において骨材と熱風との対数平均温度差を最も大き
く採ることができ、加熱骨材温度よりも排ガス温度を低く設計
することができる熱交換効率に極めて優れた方式である。
　一方で、熱風と骨材とが同一方向に流れるパラレルフロー
（並流）方式は、主としてR合材を製造するプロセスで用いら
れる。このことは、図-4に示す通り熱風とR材との対数平均
温度差をVドライヤよりも小さく採ることができるので、R材が
含有するアスファルトの劣化の進行を抑制することや、温度
上昇により粘着性を呈した加熱R材で上流から飛来してくる
微粒分を捕捉する効果などを狙っている。そして、そのRドラ
イヤの原理上の制約から排ガス温度を加熱R材温度よりも
下げることができないため、熱交換効率はカウンターフロー
方式よりも劣る。

　2.2　省エネルギー化の限界
　前節で説明したことを前提とするAPのドライヤは、一般的
な産業用乾燥設備と同様に、乾燥と加熱に主眼を置いてい
る。このことから、有効エネルギーを水蒸気潜熱（乾燥）と骨
材顕熱（加熱）とし、無効エネルギーを放散熱と排ガスの顕
熱およびその他不明熱と定義している。このために、カウン
ターフロー方式を採るVドライヤの熱効率（LHV）は、実に
85％を優に超える域にまで達しており、極めて優れた乾燥
設備であると言える。この背景には、APに及んでも過去２度
に渡るオイルショックの影響を強く受け、燃費の削減を図るた
めに低空気比バーナや高効率ドライヤなどの省エネルギー
機器を一早く開発し順次市場に投入してきたことに起因して
いる3)～16)。とりわけ、無効エネルギーの大半を占めている排
ガスの削減と、そこからの顕熱回収に積極的に取り組んでい
る。このことから、排ガス温度は既に100℃を下回る状態と
なっており、包含する水蒸気が飽和状態に至る寸前まで骨

図-1　一般的なAPの合材製造プロセス2)

写真-3 ドライヤの全景2)

図-2 ドライヤ内部のイメージ2)

図-3 カウンターフローおけるガス温度と骨材温度の関係 図-4 パラレルフローおけるガス温度とR材温度の関係

×5 時間/日×20日/月×12月/年としている。このことから、年
間稼働時間は、1,200時間/年足らずで製造設備としては
極めて少ない。年間7,200時間稼働する一般的な製造設備
と比較すると、APの稼働率は実に1/6（1,200/7,200×40％
＝16.7%）を下回る低調振りとなり、このことがAPの特殊性を
浮き彫りにしているとも言える。
　このような背景から、全国津々浦々の道路へ合材を滞りな
く供給するためには、APの稼働率がいくら下がろうとも、現
状の立地場所にAPを存続させておくことが必須条件となる。
これらのことから、APをさらに集約して稼働率を高めて合材
の生産性を向上させ、省エネルギー化とCO2削減とを推し
進めることは、合材の輸送時間およびダンプへの積載時間
などの制約から、もはやAPは「稼働率向上の限界」を迎えて
いると言わざるを得ない。

3.砂乾燥システムの概要と特徴

　第3章では、本砂乾燥システムを構成する「3.1 主要な
装置構成」及び「3.2 熱効率向上の基本原理」を確認した
上で、先進的な省エネルギー技術の要である「3.3 凝縮塔
による廃熱回収と砂乾燥メカニズム」の各論に触れる。そ
して、水蒸気の露点温度を上昇させて凝縮潜熱の回収量を
増大させるための要素技術である「3.4 不凝縮ガス濃度
の低減（侵入空気の削減）」並びに、砂を昇温することなく供
給する熱エネルギーを水分蒸発のみに利用するための重要
な技術となる「3.5 乾燥砂の残留水分」についての詳細に
触れる。

　3.1　主要な装置構成
　まず、本砂乾燥システムとのベンチマークとすべく、排ガス
が包含する水蒸気の凝縮潜熱を回収する装置（以下、凝縮
塔と記述）を備えない従来の砂乾燥システム（以下、従来シ
ステムと記述）のフローを図-5に示す。図より、従来システム
は、砂供給装置、熱風発生用バーナ、パラレルフロー（並流）
方式のドライヤ、集塵装置であるバグフィルタ、排風機、煙突



　V合材を製造するプロセスで用いるVドライヤは、熱風と骨
材とが向かい合って連続的に流れるカウンターフロー（向
流）方式としている。この方式は、図-3に示す通りドライヤ内
部全域において骨材と熱風との対数平均温度差を最も大き
く採ることができ、加熱骨材温度よりも排ガス温度を低く設計
することができる熱交換効率に極めて優れた方式である。
　一方で、熱風と骨材とが同一方向に流れるパラレルフロー
（並流）方式は、主としてR合材を製造するプロセスで用いら
れる。このことは、図-4に示す通り熱風とR材との対数平均
温度差をVドライヤよりも小さく採ることができるので、R材が
含有するアスファルトの劣化の進行を抑制することや、温度
上昇により粘着性を呈した加熱R材で上流から飛来してくる
微粒分を捕捉する効果などを狙っている。そして、そのRドラ
イヤの原理上の制約から排ガス温度を加熱R材温度よりも
下げることができないため、熱交換効率はカウンターフロー
方式よりも劣る。

　2.2　省エネルギー化の限界
　前節で説明したことを前提とするAPのドライヤは、一般的
な産業用乾燥設備と同様に、乾燥と加熱に主眼を置いてい
る。このことから、有効エネルギーを水蒸気潜熱（乾燥）と骨
材顕熱（加熱）とし、無効エネルギーを放散熱と排ガスの顕
熱およびその他不明熱と定義している。このために、カウン
ターフロー方式を採るVドライヤの熱効率（LHV）は、実に
85％を優に超える域にまで達しており、極めて優れた乾燥
設備であると言える。この背景には、APに及んでも過去２度
に渡るオイルショックの影響を強く受け、燃費の削減を図るた
めに低空気比バーナや高効率ドライヤなどの省エネルギー
機器を一早く開発し順次市場に投入してきたことに起因して
いる3)～16)。とりわけ、無効エネルギーの大半を占めている排
ガスの削減と、そこからの顕熱回収に積極的に取り組んでい
る。このことから、排ガス温度は既に100℃を下回る状態と
なっており、包含する水蒸気が飽和状態に至る寸前まで骨

の乾燥が進まなくなる主因である。
　以上の思考実験から、骨材への熱移動と物質移動（水蒸
気の凝縮）とが同一空間で同時に起こらないように、熱（顕熱
＋凝縮潜熱）と凝縮水とを分離することが本砂乾燥システム
の本質となる。言い換えると、水蒸気の凝縮潜熱により骨材を
昇温するも、その含水比が増大しないように凝縮水を骨材か
ら分離することが熱効率を向上させる上で最も重要な技術と
なる。

　3.3　凝縮塔による廃熱回収と砂乾燥メカニズム
　本砂乾燥システムは、水そのものを熱回収の媒体として利
用する凝縮塔を装備している。同凝縮塔では、水を微粒化し
て極めて大きな熱交換面積を形成させると共に、これを排ガ
スと直に接触させることにより排ガスに含まれる水蒸気の凝
縮潜熱を温水として回収している。
　具体的には、凝縮塔に100℃を下回り飽和水蒸気を包含
した排ガスを導入している。ただし、この排ガスは、図-6に示
すPr砂ドライヤからの排ガスを集塵処理したものである。そし
て、排ガスを凝縮塔の上部の中心部から導入して下部で外
周部に折り返して上方へ流すアップドラフト方式としている。
上昇する排ガスに15 ℃前後の冷水を下部に向かって散水
を行っている。この場合、上昇する排ガスと落下する水滴とは
直交するカウンターフローとなる。
　凝縮塔の内部では、雨の生成メカニズムと同じように、散水
した水滴を核として排ガス中の水蒸気が凝縮しながら水滴
が大きく成長し温度が上昇して行く。ここで、熱交換面積を増
大させるために水滴の粒径を小さくする程、比表面積が増
大して行くが、逆に水滴粒径が小さいと排ガスに随伴して飛
散する割合が多くなる。このため、排ガスの密度、温度、速度

気との差圧がゼロに近づくように、排風機の誘引量をフィード
バック制御している。
　以上の技術を採用することにより、本砂乾燥システムのPr
砂ドライヤの排ガス中の水蒸気分圧をおよそ50％以上に高
めて凝縮塔では、およそ80℃の温水を回収している。このこ
とに対して、一般的なAPの排ガス中の水蒸気分圧は、10～
15%と低い。これは、ドライヤからの侵入空気、バーナ燃焼の
過剰空気、水の蒸発以外に骨材の加熱に必要な熱エネル
ギーを供給する必要があるため、その熱量に相当する燃料
を燃焼さることにより、燃焼排ガス量が増大し水蒸気分圧が
低下することに起因している。即ち、骨材の乾燥加熱過程で
水の蒸発が完了した骨材を加熱する場合の燃焼排ガスは、
水蒸気量が不変でN2、O2、CO2などの不凝縮ガスのみが増
加して行くことになる。
　具体的には、ドライヤへの侵入空気量、バーナの空気比、
砂からの水蒸気量が一定である場合、水の蒸発を伴わない
乾燥した骨材の加熱（顕熱）では、化石燃料の水素含有量
に応じて燃焼排ガス中の水蒸気が供給されるのみである。
即ち、燃焼空気には、燃焼に関与しない窒素（N2）が79%を
占めており、メタン（CH4）を1 Nm3燃焼させた場合、空気中
の2 Nm3の酸素（O2）を消費し、1 Nm3の二酸化炭素
（CO2）と2 Nm3の水（H2O）が生成する。このとき、燃焼に関
与しない7.5 Nm3の窒素（N2）が介在する。したがって、理
論上10.5 Nm3の燃焼ガスが生じ、CO₂濃度は、9.5%、水
蒸気濃度は、19%となる。そして、この理論燃焼ガスに過剰
燃焼空気や侵入空気が加わることにより水蒸気分圧はさら
に低下するのである。

　3.5　乾燥砂の残留水分
　凝縮潜熱の回収効率を引き上げるためには、排ガス中の
水蒸気分圧を最大限に高めることが重要であり、そのために
も侵入空気やバーナ燃焼の過剰空気を削減して不凝縮ガス
濃度（分圧）を低減することが重要であることは前節で触れ
た通りである。その上で、本砂乾燥システムの乾燥プロセスで
砂の水分を残留させることが省エネルギー化と稼働率の向
上に大きな意味を持つ。即ち、APでの乾燥加熱プロセスと同
様に、砂を100℃以上に加熱して絶乾状態にするのではなく、
砂ドライヤから排出する乾燥砂の残留水分を敢えて5％程度
とすることにより、以下に述べる三つの効果を狙う。
　1つ目は、前節でも触れた通り、水分の蒸発のみに熱エネ
ルギーを消費することが重要となる。排ガスの水蒸気分圧は、
砂から蒸発した水蒸気が排ガスの一部として取り込まれるこ
とにより上昇する。そして、砂の水分を残留させることにより、ド
ライヤ内部では砂に供給される熱エネルギーと水の蒸発で
消費される熱エネルギーとがバランスして砂の温度変化を伴
わない定率乾燥の状態となる。このようにして、供給される熱

　3.4　不凝縮ガスの低減（侵入空気の削減）
　水蒸気の凝縮潜熱を凝縮塔で温水として回収する場合、
その露点温度は図-717)に示す通り排ガス中の水蒸気分圧
（右側縦軸：絶対湿度）と相対湿度100％の交点の乾球温
度（横軸）で決定される。即ち、排ガスは、不凝縮ガスの窒素
（N2）、酸素（O2）、二酸化炭素（CO2）などを含んでおり、これ
らの不凝縮ガスの分圧と水蒸気の分圧との比率により、常圧
下における水蒸気の露点温度が決定するのである。このこと
から、水蒸気の分圧を高めるほど露点温度が上昇して高い
温度の温水を回収することができ、凝縮潜熱の回収効率が
向上する。
　仮に、不凝縮ガスの混入がゼロであれば、常圧下での水
蒸気の露点温度が100℃まで上昇し、凝縮潜熱を高効率で
回収することができる。因みに、火力発電所などにおける蒸
気タービンを駆動する水蒸気は、不凝縮ガスを含まない水蒸
気が100％の状態で用いられており、この水蒸気を復水器
で100℃以下に冷却することで大気圧を下回る圧力（負圧）
となり、蒸気タービンの背圧を下げて発電効率を高めることに
有効利用されている。
　以上のことを踏まえた上で、この露点温度を上昇させるた
めに図-4に示すPr砂ドライヤの侵入空気量とバーナ燃焼の
過剰空気量とを徹底的に削減して、不凝縮ガスであるN2、
O2、CO2の分圧を減じることと、次節の「3.5 乾燥砂の残留
水分」で詳細に触れるが、砂の水分蒸発のみに熱エネル
ギーを消費することが重要な技術要件となる。
　バーナ燃焼空気の削減に関しては、温度や圧力に応じて
空気密度が変動することから、燃焼空気の温度補正と圧力
補正を加味した上で燃焼量に応じた燃焼空気量の制御が
重要となる。本砂乾燥システムでは、燃油流量と燃焼空気流
量とを常時フィードバック制御することにより、バーナの最適な
低空気比燃焼を実現している。因みに、コンベンショナルな
バーナでは、夏季と冬季とで外気温が30℃以上異なるが、
夏季の空気量で燃焼空気比を調整するのが一般的である。
このために、冬季で外気温が下がると空気密度が高まり過
剰の燃焼空気量で燃焼することになる。夏季と冬季とで外気
に30℃の温度差があると、空気密度は約10％冬季が大きく
なり、過剰空気量が10％増大することになる。このことから、
排ガス量が増大することとなり、熱効率と水蒸気分圧とが低
下する。さらに、バーナ燃焼に予熱空気を利用することにより、
燃焼温度を高めて燃焼排ガス量を減じることも、熱効率と水
蒸気分圧とを高める有効な手段となる。
　ドライヤからの侵入空気の削減に関しては、ドライヤの前
後に位置する摺動部のシール機構を工夫して密閉性を高め
ていることと、ドライヤ内部圧力（静圧）と外気圧との差圧をゼ
ロに近づける静圧コントロールにより行っている。Pr砂ドライヤ
のバルクヘッドに微差圧計を装備し、ドライヤ内部の静圧と外
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×5 時間/日×20日/月×12月/年としている。このことから、年
間稼働時間は、1,200時間/年足らずで製造設備としては
極めて少ない。年間7,200時間稼働する一般的な製造設備
と比較すると、APの稼働率は実に1/6（1,200/7,200×40％
＝16.7%）を下回る低調振りとなり、このことがAPの特殊性を
浮き彫りにしているとも言える。
　このような背景から、全国津々浦々の道路へ合材を滞りな
く供給するためには、APの稼働率がいくら下がろうとも、現
状の立地場所にAPを存続させておくことが必須条件となる。
これらのことから、APをさらに集約して稼働率を高めて合材
の生産性を向上させ、省エネルギー化とCO2削減とを推し
進めることは、合材の輸送時間およびダンプへの積載時間
などの制約から、もはやAPは「稼働率向上の限界」を迎えて
いると言わざるを得ない。

3.砂乾燥システムの概要と特徴

　第3章では、本砂乾燥システムを構成する「3.1 主要な
装置構成」及び「3.2 熱効率向上の基本原理」を確認した
上で、先進的な省エネルギー技術の要である「3.3 凝縮塔
による廃熱回収と砂乾燥メカニズム」の各論に触れる。そ
して、水蒸気の露点温度を上昇させて凝縮潜熱の回収量を
増大させるための要素技術である「3.4 不凝縮ガス濃度
の低減（侵入空気の削減）」並びに、砂を昇温することなく供
給する熱エネルギーを水分蒸発のみに利用するための重要
な技術となる「3.5 乾燥砂の残留水分」についての詳細に
触れる。

　3.1　主要な装置構成
　まず、本砂乾燥システムとのベンチマークとすべく、排ガス
が包含する水蒸気の凝縮潜熱を回収する装置（以下、凝縮
塔と記述）を備えない従来の砂乾燥システム（以下、従来シ
ステムと記述）のフローを図-5に示す。図より、従来システム
は、砂供給装置、熱風発生用バーナ、パラレルフロー（並流）
方式のドライヤ、集塵装置であるバグフィルタ、排風機、煙突

などの装置で構成している。詳細は後述するが、砂乾燥シス
テムのドライヤには敢えてパラレルフロー方式を採用している。
そして、前章でも触れた通りAPのドライヤは、熱効率が既に
85%以上に達しており、このことにより排ガス温度が100℃
を下回り、包含する水蒸気が飽和の状態で、もはや、「省エ
ネルギー化の限界」を迎えている。
　次に、この従来システムを基本ベースとして、凝縮塔を備
えた本砂乾燥システムのフローを図-6に示す。図より、本砂
乾燥システムは、熱風発生用バーナを搭載するPrimary砂
ドライヤ（以下、Pr砂ドライヤと記述）と同バーナを搭載しない
Secondary砂ドライヤ（以下、Se砂ドライヤと記述）の2基
のドライヤを備えている。それぞれのドライヤに関しては、従
来システムと同様のパラレルフロー方式とし、排ガスを除塵す
るためのバグフィルタおよび排風機その他の付帯設備を備
えている。そして、Pr砂ドライヤ用バグフィルタの後段には、本
砂乾燥システムの特徴でもある凝縮塔を装備している。この
凝縮塔では、排ガスに直接散水を施すことにより、排ガスが
含有する水蒸気を凝縮させると共に、その時の凝縮潜熱を
温水として回収している。
　その上で、この温水を温風生成用の熱交換器へと導き、
常温の外気と熱交換を行って温風を生成し、これを熱媒体
としてSe砂ドライヤで新たな砂を乾燥するように工夫してい
る。即ち、Se砂ドライヤで砂を乾燥するために供給される熱
エネルギーは、従来システムでは利用されずに廃熱として捨
てていた水蒸気の凝縮潜熱で賄っており、Se砂ドライヤで
砂乾燥に利用する熱エネルギーの全てが省エネルギー化と
CO2削減とに寄与することになる。
　なお、各機器を低温腐食から保護するために、同バーナ
の燃料には、酸性ガスである硫黄酸化物の析出要因となる
硫黄成分を含まない白灯油もしくは都市ガスやLNG
（Liquefied Natural Gas）などを想定している。

が100℃を下回って水蒸気の凝縮が起こる「省エネルギー
化の限界」に達していることは既に触れた。ただ、10℃常温
の骨材と100℃を少し下回る排ガスとの温度差は、90℃近
く採ることができ熱交換の余地が十分に残されている。しか
しながら、飽和水蒸気を大量に包含した100℃以下の排ガ
スと常温骨材との直接的な熱交換においては、熱移動と物
質移動（水蒸気の凝縮）とが同じ空間で同時に起こることが
熱交換、とりわけ、水分乾燥の阻害要因となっている。即ち、
常温の骨材に排ガスからの熱移動が始まると同時に水蒸気
の凝縮が始まって骨材の含水比が上昇することが熱効率の
向上に大きな障壁となり、APの「省エネルギー化の限界」を
招いているのである。
　この骨材の含水比が上昇する現象は、カウンターフロー方
式のVドライヤの骨材投入近傍で局部的に起こっている。排
ガスの水蒸気分圧が大きくその露点温度が骨材温度よりも
高い場合に骨材に付随するシルトや粘土などの比表面積が
大きい細粒分から凝縮水で湿潤して行き、これらがドライヤ
内壁へ付着成長して行くと言う弊害が実際のAPでも生じて
いる。この付着の対策として、省エネルギー化とは逆行するも
のの排ガス温度を上昇させてドライヤ内壁温度を高めること
が有効である。即ち、ドライヤ内壁温度が露点温度よりも高く、
表面が凝縮水で濡れない限り付着が成長しないためである。
　ここで、思考実験として、カウンターフロー方式のドライヤに
関して、その長さを無限に伸ばした場合を考える。すると、ド
ライヤ内部の長手方向のどこかの位置で、排ガス温度、骨
材温度、ドライヤ壁面温度、露点温度が同一温度となる平
衡状態に至り、その温度は限りなく水蒸気分圧の飽和温度
（常圧では100℃以下）に近づいて行くものと容易に推察す
ることができる。排ガスと骨材との温度差がおよそ90℃近く
採れるにも拘らず水蒸気の凝縮の影響を受けて、これ以上
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　3.2　熱効率向上の基本原理
　第2章で述べた通り、骨材の乾燥と加熱プロセスに主眼を
置いたAPにおける熱効率の定義は、有効エネルギーを骨材
の顕熱（加熱）と水分の潜熱（蒸発）としている。そして、骨材
の乾燥加熱に利用することができない無効エネルギーは、放
散熱、水蒸気を含む排ガスの顕熱、不明熱などとし、その内の
大半を排ガスの顕熱が占めている。いずれにしても、これらAP
で定義される有効エネルギーの総和が入熱全体（燃焼熱）の
85%以上に達していることから、同熱効率の定義においては
優れた乾燥システムであると評価することができる。
　以上のことを数式で表わすと、
　　

　ここで、
　

　となる。
　しかしながら、視点を骨材の乾燥後に転じると、骨材に蓄
熱している有効エネルギーは入熱全体の38%足らずの顕
熱のみで、残りの47%以上の潜熱は水蒸気のエンタルピー
として排ガスに随伴して排気している。このことから、エネル
ギー保存則が担保されている限り、水蒸気を大量に含む排
ガスは、エネルギーの質（エクセルギー）が低く利用価値が限
定的ではあるものの、秘めたる熱エネルギーを多く保持して
いることになる。このように、排ガスを顕熱のみで評価した場
合、その無効エネルギーは、入熱全体の10～15%足らずで
あるが、水蒸気のエンタルピー（顕熱＋潜熱）を考慮に入れ
た場合、実に入熱全体のおよそ60%以上を排ガスとして廃
棄していることになる。
　カウンターフロー方式のVドライヤにおいては、排ガス温度

（入熱）＝（有効熱）＋（無効熱）
（熱効率）＝（有効熱）／（入熱）

（有効熱）＝（骨材の顕熱）＋（水分の潜熱）
（無効熱）＝（放散熱）＋（排ガスの顕熱）＋（不明熱）
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に起因している。言い換えると、砂30トン/hの含水比を10%
削減するのに必要な燃料（熱エネルギー）で、砂20トン/hを
乾燥することを可能にしている。
　つぎに、本砂乾燥システムのCO₂削減効果に関しては、ベ
ンチマークである従来システムの40%のCO₂削減を達成し
ている。加えて、表-1に示す全てのシステムでLNGを燃料と
したときのCO2排出量を示している。APで最も多く使用され
ているA重油での比較を行うと、ベンチマークで19%、本砂
乾燥システムでは実に52%のCO2を削減していることになる。

5. おわりに

　18世紀の中期にあたる1750年ごろからイギリスで始まっ
た産業革命までは，人類はバイオマス燃料である薪などを燃
料として利用していた。現在と比べれば決して生産性は高く
ないが，自然との調和が保たれ，必要なものを必要な時に必
要な量だけ使用する地産地消に即した生産活動を行って
いた。このことにより，大気中のCO₂濃度は280ppm前後で
バランスしていたことが知られている。
　やがて，産業革命を経て蒸気機関などが普及することによ
り，国内の森林資源を燃料として使い果たしてしまった人類
は，これまでは採掘や燃焼が困難であった化石燃料の石炭
を新たな燃料として合理的に利用する技術を開発するに至
る。薪に比べてエネルギー密度が格段に高い石炭を燃料とし
て使用することにより，産業活動が加速度的に向上して行くと
共に，CO₂の排出量も急激に増大して行った。また，1906年
のハーバーボッシュ法によるアンモニアの工業生産の開始に
より，これを原料とする化学肥料の生産量が増大し食糧事情
が大きく改善して行く。1800年に10億人足らずであった世
界人口が2000年までの200年間で8倍の80億人へと人口
爆発をもたらしたことも大気中CO₂濃度の増大要因として挙
げることができる。
　さらに，追い打ちを掛けるようにして，1914～1918年と
1939～1945年の二度に渡る世界大戦を経ることにより，よ
り便利でエネルギー密度の高い安価な液体燃料である石油
を求めて油田探索と油井開発が大手石油メジャーの手によ
り精力的に進められた。そして，石油を原料とする石油製品
や石油化学製品の開発が進み，これを湯水の如く使用して，
一握りの先進国の人々が豊かな生活を求めて，大量生産，大
量消費，大量廃棄の時代を容認し続けたあげくの果てに，大
気中のCO₂濃度を420ppmまで高めてしまった。このことにより，
地球温暖化に伴う異常気象，生態系への影響による種の絶滅
などの弊害が起こりつつある。我々人類が，このままのペースで
化石燃料の使用を続けて経済発展を続けると，今世紀末には
大気中のCO₂濃度が800ppmを超え，地球の平均気温が
4.8 ℃上昇するとIPCCが警鐘を鳴らしている。さらに，石油製

り本砂乾燥システムを連続運転することが可能となり、最もエ
ネルギーを消費する砂の乾燥プロセスをAPの間欠運転の
影響を受けることなく遂行でき、間欠運用によるエネルギーロ
スと生産性の低下を回避させている。
　そして、本砂乾燥システムで製造した乾燥砂を複数のAP
に供給することにより、たとえ、合材製造量が少ない閑散期
においてAPの間欠運用が多用されたとしても、間接的に省
エネルギー化とCO₂削減を実現することを可能としている。

　4.4　省エネルギー化とCO₂削減
　本砂乾燥システムを砂のサプライチェーン途上に組み込
み、APの「省エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」
に対峙して行く必要があることは既に述べた通りである。
　省エネルギー化に関しては、APの従来技術（経済合理性、
法規制、社会通念、既成概念などによる制約）で踏み込むこ
とができなかった排ガスからの水蒸気潜熱の回収にフォーカ
スしアプローチしている。繰り返しになるが、排ガス中の水蒸
気分圧を増大させて水蒸気潜熱の回収効率を高めるため
に、高含水比な砂の乾燥に特化すると共に、燃焼空気と侵
入空気を厳格に管理して不凝縮ガスの分圧を下げている。
さらに、乾燥後の砂からの放散熱によるエネルギーロスをなく
すために、水分を少し残した状態に砂を乾燥している。この
ことにより、砂に供給された熱エネルギーの殆どを水分蒸発
で消費することができる。そして、回収した水蒸気潜熱を新
たな熱媒体である常温空気に移動させて温風を生成し、こ
れを新たな砂乾燥に利用している。
　表-1は、従来システムをベンチマークとし、本砂乾燥シス
テムとの比較を行ったものである。ここで、砂の乾燥能力を
50トン/h、含水比の削減幅を10%、ベンチマークの熱効率
を80%としている。表より、省エネルギー化に関しては、その
熱効率がベンチマークの70%増である150％（LHV）となっ
ている。これは、Pr砂ドライヤで発生した水蒸気を回収して
温風を生成し、Se砂ドライヤで新たな砂を乾燥していること

　4.3　稼働率の向上
　APは、合材の製造能力とその出荷量や出荷タイミングのミ
スマッチ等により間欠運転が多用されている。そして、起動時
の予熱に多くの熱エネルギーを消費し、多くのCO₂を排出し
ている。予熱は、ドライヤを始めとする煙道やバグフィルタへの
水蒸気の凝縮を未然に防ぎ腐食の進行を抑制すると共に、
一早く加熱骨材温度の安定化をはかるためには必要不可
欠なプロセスである。このようにして、APの間欠運転が繰り返
されることにより、折角ドライヤやバグフィルタに蓄熱された熱
エネルギーが無駄に大気に放散していることは否めない。AP
で間欠運転が多用されるのは、合材の温度が低下しない時
間内にダンプ輸送し舗装施工を完了させる必要があり、AP
はこのことを補完する形で全国に分散配置されてきたこと、さ
らには、ダンプへの積載時間短縮の要請に答えるためにAP
を大型化し、合材の製造能力を増大することにより瞬発力を
求めたことなどがAPの稼働率を大きく引き下げている要因で
あることは第2章でも触れた通りである。
　このため、骨材で最も高含水比でエネルギーを多く消費
する砂の乾燥においても、従来システムでは稼働率が極め
て低調なAPでそのプロセスが行われている。いくら定常運
転時における熱効率が85%を上回っていたとしても、間欠
運転が多用されることによりエネルギーロスが多くなり総合的
な熱効率が大きく阻害されていることは否めない。
　このことから脱却するために、高含水比な砂の乾燥をAP
から切り離しサプライチェーンで砂を単独で乾燥することに
フォーカスしている。そして、少量の水分を残留させた乾燥
砂を製造することで、砂の顕熱が残留水分の蒸発に消費さ
れ外気温よりも低い湿球温度まで低下する。この原理により、
砂の顕熱放散によるエネルギーロスを削減し、雨養生は必
要であるものの乾燥砂の長期貯蔵、長距離輸送を可能とし
ている。
　このようにして、稼働率向上の阻害要因を取り除くことによ

　4.2　ビジネスモデル
　APの省エネルギー化とCO2削減の障壁となっている「省
エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」を解決する
手段として、今まで述べてきた砂乾燥システムを砂サプライ
チェーンである砕石工場に導入し、乾燥砂を製造して複数
のAPに供給する仕組みを新たなビジネスモデルとして検討
する。
　たとえば、図-81)に示すように本砂乾燥システムを砕石工
場内に設置し、APの間欠運転に影響を受けることなく安定
的に連続稼働させることによって生産性を向上させると共に、
上記で述べた排ガス中水蒸気の凝縮潜熱を砂の乾燥に有
効利用することにより、極めて大きな省エネルギー化とCO2
削減効果を達成することが可能となる。加えて、乾燥砂を砕
石工場から複数のAPに供給する輸送効率に関しても、
10％の水分除去によりダンプ輸送効率が単純に10％改善
され、生産性とCO2削減に相乗的に寄与することが期待さ
れる。
　具体的な砂乾燥システムのビジネスモデルとしては、年間
30万トン規模の乾燥砂を製造する砂乾燥システム（含水比
10%低減、稼働6,000時間/年、乾燥能力50トン/h、CO2
削減4,000t-CO2/年、熱効率150%（LHV）、重油換算
1,400kL削減）を、全国10ヶ所の砕石工場へ導入し、年間
の乾燥砂製造量300万トンを目指す。このことにより、4万
t-CO2/年のCO2削減効果と省エネルギー化による燃料費
削減効果14,000kL（経済合理性）が創出される。
　さらに、本砂乾燥システムで含水比を10%低減した乾燥
砂を年間300万トン製造することで、この乾燥砂の輸送に携

エネルギー全てを水の蒸発のみに利用することで排ガスの
水蒸気分圧を高めることが可能となる。
　ただし、水の蒸発を伴わない乾いた砂の加熱に熱エネル
ギーを消費する場合には、燃焼ガスの水蒸気分圧は燃料と
空気比とに依存しその値は小さくなる。このことは、バーナで
燃料が燃焼する場合に生成する燃焼ガスの水蒸気分圧が
燃焼量には関係なく燃料の種類と空気比（過剰燃焼空気
量）とで決定されるためである。そして、燃料の種類は、炭素
と水素の構成比率で水蒸気分圧が決定され、メタンガスで
ある天然ガスが最も水蒸気分圧が高くなる。
　3.1節でも触れたが、Pr、Se砂ドライヤ共にカウンターフ
ローよりも熱効率に劣るパラレルフロー方式を敢えて採用し
ている。これは、両者の砂ドライヤ共に砂の排出側で水分を
残留させるためである。同排出側では、砂と排ガスとの温度
差が最も小さく、かつ、排ガスの湿度が高まっていることから
砂からの水分蒸発が緩慢となり、カウンターフロー方式よりも
残留水分のコントロールが容易となる。
　2つ目は、ドライヤから排出した砂を外気に晒すことにより、
残留水分を蒸発させて砂の温度を外気温よりも低い湿球温
度にまで下げることができる。例えば、砂の比熱を0.837 
kJ/kg℃、水の潜熱を2.629 MJ/kgとすると、砂の顕熱変
化が30℃に相当する熱エネルギー（30℃×0 . 8 37 
kJ/kg℃＝25.116 kcal/kg）と含水比1%の気化潜熱
（0.01×2.629 MJ/kg＝26.288 kJ/kg）にほぼ匹敵す
る。このことから、ドライヤ内部での定率乾燥における砂の温
度が外気温度よりも上昇していたとしても、湿度の低い外気
に晒すことで、残留水分の蒸発潜熱により速やかに砂の含
水比が低下し、その結果として、砂の温度を外気の湿球温
度にまで下げることができる。例えば、15℃、50％RHの空気
の湿球温度は10℃であるので、この温度まで砂が保有して
いた顕熱を水の蒸発に利用して、含水比を低減することが
できるのである。このことに反して、乾燥状態の砂を外気温よ
りも高温でドライヤから排出すると、無駄に熱を放散して外気
温度まで低下するだけである。
　3つ目は、砂の残留水分を5%程度とすることで、防塵対
策として有効となる。往々にして、合材の原材料である砂を
始めとする骨材は、ショベルローダー、ダンプ、ベルコン等で
搬送するのが一般的で、ダンプへの積み替えやベルコンの
交点で粉塵の発生が伴う。このことから、砂に水分を残留さ
せることは作業環境を含めた環境負荷低減に寄与すること
ができる。
　以上のことから、ドライヤから排出した砂の残留水分を
5%程度にコントロールすることにより、排ガスの水蒸気分圧
を上昇させること、砂の顕熱を水分の蒸発で消費して残留
水分を低減させること、防塵対策としての有効性などの効果
が期待される。さらに、雨養生が必要ではあるが乾燥砂を長
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の乾燥が進まなくなる主因である。
　以上の思考実験から、骨材への熱移動と物質移動（水蒸
気の凝縮）とが同一空間で同時に起こらないように、熱（顕熱
＋凝縮潜熱）と凝縮水とを分離することが本砂乾燥システム
の本質となる。言い換えると、水蒸気の凝縮潜熱により骨材を
昇温するも、その含水比が増大しないように凝縮水を骨材か
ら分離することが熱効率を向上させる上で最も重要な技術と
なる。

　3.3　凝縮塔による廃熱回収と砂乾燥メカニズム
　本砂乾燥システムは、水そのものを熱回収の媒体として利
用する凝縮塔を装備している。同凝縮塔では、水を微粒化し
て極めて大きな熱交換面積を形成させると共に、これを排ガ
スと直に接触させることにより排ガスに含まれる水蒸気の凝
縮潜熱を温水として回収している。
　具体的には、凝縮塔に100℃を下回り飽和水蒸気を包含
した排ガスを導入している。ただし、この排ガスは、図-6に示
すPr砂ドライヤからの排ガスを集塵処理したものである。そし
て、排ガスを凝縮塔の上部の中心部から導入して下部で外
周部に折り返して上方へ流すアップドラフト方式としている。
上昇する排ガスに15 ℃前後の冷水を下部に向かって散水
を行っている。この場合、上昇する排ガスと落下する水滴とは
直交するカウンターフローとなる。
　凝縮塔の内部では、雨の生成メカニズムと同じように、散水
した水滴を核として排ガス中の水蒸気が凝縮しながら水滴
が大きく成長し温度が上昇して行く。ここで、熱交換面積を増
大させるために水滴の粒径を小さくする程、比表面積が増
大して行くが、逆に水滴粒径が小さいと排ガスに随伴して飛
散する割合が多くなる。このため、排ガスの密度、温度、速度

などに対して最適な水滴粒径の範囲が存在する。このように
して、水を熱交換の媒体として利用することで従来の課題で
あった熱移動と物質移動（水蒸気の凝縮）が同空間で同時
に起こることを回避している。
　次に、凝縮塔で回収した約80℃の温水を温風生成用の
熱交換器に導入し、15℃、相対湿度50％RHの空気を70℃
の温風にまで昇温している。このことにより、温風の相対湿度
は2.7％RHまで低下し、ヘアードライヤや衣類乾燥機と同様
の乾燥能力を有することになる。
　ここで、規模感を把握するために具体例を挙げると、本砂
乾燥システムでPr砂ドライヤに毎時30トンの湿潤砂を供給し、
その排ガスから回収する凝縮潜熱を利用して、Se砂ドライヤ
で毎時20トンの湿潤砂を乾燥することを想定する。ここで、
1 Nm3の70℃、湿度2.7％RHの温風が砂と熱交換を行い
30℃の排ガスに至るまでの温度差40℃で利用することがで
きる熱エネルギーは、水20gを蒸発させる程度に過ぎない。
そして、30℃排ガスの湿度は、およそ80％RHまで上昇する
ことになる。このことから、Se砂ドライヤの乾燥能力を毎時20
トン、含水比の低減を10％とすると、時間当たり2,000kg/h
（33.3 kg/min）の水を蒸発させる温風が必要となり、その
量は10万Nm3/h（1,667 Nm3/min）となる。
　このようにして、本砂乾燥システムでは、APで熱移動と物
質移動とが同時に進行するために乾燥に有効利用すること
ができなかった水蒸気の凝縮潜熱を回収利用することにより、
従来比で投入エネルギー当たり1.67倍の乾燥能力を有す
る砂乾燥システムを構築することが可能となる。

気との差圧がゼロに近づくように、排風機の誘引量をフィード
バック制御している。
　以上の技術を採用することにより、本砂乾燥システムのPr
砂ドライヤの排ガス中の水蒸気分圧をおよそ50％以上に高
めて凝縮塔では、およそ80℃の温水を回収している。このこ
とに対して、一般的なAPの排ガス中の水蒸気分圧は、10～
15%と低い。これは、ドライヤからの侵入空気、バーナ燃焼の
過剰空気、水の蒸発以外に骨材の加熱に必要な熱エネル
ギーを供給する必要があるため、その熱量に相当する燃料
を燃焼さることにより、燃焼排ガス量が増大し水蒸気分圧が
低下することに起因している。即ち、骨材の乾燥加熱過程で
水の蒸発が完了した骨材を加熱する場合の燃焼排ガスは、
水蒸気量が不変でN2、O2、CO2などの不凝縮ガスのみが増
加して行くことになる。
　具体的には、ドライヤへの侵入空気量、バーナの空気比、
砂からの水蒸気量が一定である場合、水の蒸発を伴わない
乾燥した骨材の加熱（顕熱）では、化石燃料の水素含有量
に応じて燃焼排ガス中の水蒸気が供給されるのみである。
即ち、燃焼空気には、燃焼に関与しない窒素（N2）が79%を
占めており、メタン（CH4）を1 Nm3燃焼させた場合、空気中
の2 Nm3の酸素（O2）を消費し、1 Nm3の二酸化炭素
（CO2）と2 Nm3の水（H2O）が生成する。このとき、燃焼に関
与しない7.5 Nm3の窒素（N2）が介在する。したがって、理
論上10.5 Nm3の燃焼ガスが生じ、CO₂濃度は、9.5%、水
蒸気濃度は、19%となる。そして、この理論燃焼ガスに過剰
燃焼空気や侵入空気が加わることにより水蒸気分圧はさら
に低下するのである。

　3.5　乾燥砂の残留水分
　凝縮潜熱の回収効率を引き上げるためには、排ガス中の
水蒸気分圧を最大限に高めることが重要であり、そのために
も侵入空気やバーナ燃焼の過剰空気を削減して不凝縮ガス
濃度（分圧）を低減することが重要であることは前節で触れ
た通りである。その上で、本砂乾燥システムの乾燥プロセスで
砂の水分を残留させることが省エネルギー化と稼働率の向
上に大きな意味を持つ。即ち、APでの乾燥加熱プロセスと同
様に、砂を100℃以上に加熱して絶乾状態にするのではなく、
砂ドライヤから排出する乾燥砂の残留水分を敢えて5％程度
とすることにより、以下に述べる三つの効果を狙う。
　1つ目は、前節でも触れた通り、水分の蒸発のみに熱エネ
ルギーを消費することが重要となる。排ガスの水蒸気分圧は、
砂から蒸発した水蒸気が排ガスの一部として取り込まれるこ
とにより上昇する。そして、砂の水分を残留させることにより、ド
ライヤ内部では砂に供給される熱エネルギーと水の蒸発で
消費される熱エネルギーとがバランスして砂の温度変化を伴
わない定率乾燥の状態となる。このようにして、供給される熱

　3.4　不凝縮ガスの低減（侵入空気の削減）
　水蒸気の凝縮潜熱を凝縮塔で温水として回収する場合、
その露点温度は図-717)に示す通り排ガス中の水蒸気分圧
（右側縦軸：絶対湿度）と相対湿度100％の交点の乾球温
度（横軸）で決定される。即ち、排ガスは、不凝縮ガスの窒素
（N2）、酸素（O2）、二酸化炭素（CO2）などを含んでおり、これ
らの不凝縮ガスの分圧と水蒸気の分圧との比率により、常圧
下における水蒸気の露点温度が決定するのである。このこと
から、水蒸気の分圧を高めるほど露点温度が上昇して高い
温度の温水を回収することができ、凝縮潜熱の回収効率が
向上する。
　仮に、不凝縮ガスの混入がゼロであれば、常圧下での水
蒸気の露点温度が100℃まで上昇し、凝縮潜熱を高効率で
回収することができる。因みに、火力発電所などにおける蒸
気タービンを駆動する水蒸気は、不凝縮ガスを含まない水蒸
気が100％の状態で用いられており、この水蒸気を復水器
で100℃以下に冷却することで大気圧を下回る圧力（負圧）
となり、蒸気タービンの背圧を下げて発電効率を高めることに
有効利用されている。
　以上のことを踏まえた上で、この露点温度を上昇させるた
めに図-4に示すPr砂ドライヤの侵入空気量とバーナ燃焼の
過剰空気量とを徹底的に削減して、不凝縮ガスであるN2、
O2、CO2の分圧を減じることと、次節の「3.5 乾燥砂の残留
水分」で詳細に触れるが、砂の水分蒸発のみに熱エネル
ギーを消費することが重要な技術要件となる。
　バーナ燃焼空気の削減に関しては、温度や圧力に応じて
空気密度が変動することから、燃焼空気の温度補正と圧力
補正を加味した上で燃焼量に応じた燃焼空気量の制御が
重要となる。本砂乾燥システムでは、燃油流量と燃焼空気流
量とを常時フィードバック制御することにより、バーナの最適な
低空気比燃焼を実現している。因みに、コンベンショナルな
バーナでは、夏季と冬季とで外気温が30℃以上異なるが、
夏季の空気量で燃焼空気比を調整するのが一般的である。
このために、冬季で外気温が下がると空気密度が高まり過
剰の燃焼空気量で燃焼することになる。夏季と冬季とで外気
に30℃の温度差があると、空気密度は約10％冬季が大きく
なり、過剰空気量が10％増大することになる。このことから、
排ガス量が増大することとなり、熱効率と水蒸気分圧とが低
下する。さらに、バーナ燃焼に予熱空気を利用することにより、
燃焼温度を高めて燃焼排ガス量を減じることも、熱効率と水
蒸気分圧とを高める有効な手段となる。
　ドライヤからの侵入空気の削減に関しては、ドライヤの前
後に位置する摺動部のシール機構を工夫して密閉性を高め
ていることと、ドライヤ内部圧力（静圧）と外気圧との差圧をゼ
ロに近づける静圧コントロールにより行っている。Pr砂ドライヤ
のバルクヘッドに微差圧計を装備し、ドライヤ内部の静圧と外

が100℃を下回って水蒸気の凝縮が起こる「省エネルギー
化の限界」に達していることは既に触れた。ただ、10℃常温
の骨材と100℃を少し下回る排ガスとの温度差は、90℃近
く採ることができ熱交換の余地が十分に残されている。しか
しながら、飽和水蒸気を大量に包含した100℃以下の排ガ
スと常温骨材との直接的な熱交換においては、熱移動と物
質移動（水蒸気の凝縮）とが同じ空間で同時に起こることが
熱交換、とりわけ、水分乾燥の阻害要因となっている。即ち、
常温の骨材に排ガスからの熱移動が始まると同時に水蒸気
の凝縮が始まって骨材の含水比が上昇することが熱効率の
向上に大きな障壁となり、APの「省エネルギー化の限界」を
招いているのである。
　この骨材の含水比が上昇する現象は、カウンターフロー方
式のVドライヤの骨材投入近傍で局部的に起こっている。排
ガスの水蒸気分圧が大きくその露点温度が骨材温度よりも
高い場合に骨材に付随するシルトや粘土などの比表面積が
大きい細粒分から凝縮水で湿潤して行き、これらがドライヤ
内壁へ付着成長して行くと言う弊害が実際のAPでも生じて
いる。この付着の対策として、省エネルギー化とは逆行するも
のの排ガス温度を上昇させてドライヤ内壁温度を高めること
が有効である。即ち、ドライヤ内壁温度が露点温度よりも高く、
表面が凝縮水で濡れない限り付着が成長しないためである。
　ここで、思考実験として、カウンターフロー方式のドライヤに
関して、その長さを無限に伸ばした場合を考える。すると、ド
ライヤ内部の長手方向のどこかの位置で、排ガス温度、骨
材温度、ドライヤ壁面温度、露点温度が同一温度となる平
衡状態に至り、その温度は限りなく水蒸気分圧の飽和温度
（常圧では100℃以下）に近づいて行くものと容易に推察す
ることができる。排ガスと骨材との温度差がおよそ90℃近く
採れるにも拘らず水蒸気の凝縮の影響を受けて、これ以上

　3.2　熱効率向上の基本原理
　第2章で述べた通り、骨材の乾燥と加熱プロセスに主眼を
置いたAPにおける熱効率の定義は、有効エネルギーを骨材
の顕熱（加熱）と水分の潜熱（蒸発）としている。そして、骨材
の乾燥加熱に利用することができない無効エネルギーは、放
散熱、水蒸気を含む排ガスの顕熱、不明熱などとし、その内の
大半を排ガスの顕熱が占めている。いずれにしても、これらAP
で定義される有効エネルギーの総和が入熱全体（燃焼熱）の
85%以上に達していることから、同熱効率の定義においては
優れた乾燥システムであると評価することができる。
　以上のことを数式で表わすと、
　　

　ここで、
　

　となる。
　しかしながら、視点を骨材の乾燥後に転じると、骨材に蓄
熱している有効エネルギーは入熱全体の38%足らずの顕
熱のみで、残りの47%以上の潜熱は水蒸気のエンタルピー
として排ガスに随伴して排気している。このことから、エネル
ギー保存則が担保されている限り、水蒸気を大量に含む排
ガスは、エネルギーの質（エクセルギー）が低く利用価値が限
定的ではあるものの、秘めたる熱エネルギーを多く保持して
いることになる。このように、排ガスを顕熱のみで評価した場
合、その無効エネルギーは、入熱全体の10～15%足らずで
あるが、水蒸気のエンタルピー（顕熱＋潜熱）を考慮に入れ
た場合、実に入熱全体のおよそ60%以上を排ガスとして廃
棄していることになる。
　カウンターフロー方式のVドライヤにおいては、排ガス温度

図-7 湿り空気線図17)

に起因している。言い換えると、砂30トン/hの含水比を10%
削減するのに必要な燃料（熱エネルギー）で、砂20トン/hを
乾燥することを可能にしている。
　つぎに、本砂乾燥システムのCO₂削減効果に関しては、ベ
ンチマークである従来システムの40%のCO₂削減を達成し
ている。加えて、表-1に示す全てのシステムでLNGを燃料と
したときのCO2排出量を示している。APで最も多く使用され
ているA重油での比較を行うと、ベンチマークで19%、本砂
乾燥システムでは実に52%のCO2を削減していることになる。

5. おわりに

　18世紀の中期にあたる1750年ごろからイギリスで始まっ
た産業革命までは，人類はバイオマス燃料である薪などを燃
料として利用していた。現在と比べれば決して生産性は高く
ないが，自然との調和が保たれ，必要なものを必要な時に必
要な量だけ使用する地産地消に即した生産活動を行って
いた。このことにより，大気中のCO₂濃度は280ppm前後で
バランスしていたことが知られている。
　やがて，産業革命を経て蒸気機関などが普及することによ
り，国内の森林資源を燃料として使い果たしてしまった人類
は，これまでは採掘や燃焼が困難であった化石燃料の石炭
を新たな燃料として合理的に利用する技術を開発するに至
る。薪に比べてエネルギー密度が格段に高い石炭を燃料とし
て使用することにより，産業活動が加速度的に向上して行くと
共に，CO₂の排出量も急激に増大して行った。また，1906年
のハーバーボッシュ法によるアンモニアの工業生産の開始に
より，これを原料とする化学肥料の生産量が増大し食糧事情
が大きく改善して行く。1800年に10億人足らずであった世
界人口が2000年までの200年間で8倍の80億人へと人口
爆発をもたらしたことも大気中CO₂濃度の増大要因として挙
げることができる。
　さらに，追い打ちを掛けるようにして，1914～1918年と
1939～1945年の二度に渡る世界大戦を経ることにより，よ
り便利でエネルギー密度の高い安価な液体燃料である石油
を求めて油田探索と油井開発が大手石油メジャーの手によ
り精力的に進められた。そして，石油を原料とする石油製品
や石油化学製品の開発が進み，これを湯水の如く使用して，
一握りの先進国の人々が豊かな生活を求めて，大量生産，大
量消費，大量廃棄の時代を容認し続けたあげくの果てに，大
気中のCO₂濃度を420ppmまで高めてしまった。このことにより，
地球温暖化に伴う異常気象，生態系への影響による種の絶滅
などの弊害が起こりつつある。我々人類が，このままのペースで
化石燃料の使用を続けて経済発展を続けると，今世紀末には
大気中のCO₂濃度が800ppmを超え，地球の平均気温が
4.8 ℃上昇するとIPCCが警鐘を鳴らしている。さらに，石油製

り本砂乾燥システムを連続運転することが可能となり、最もエ
ネルギーを消費する砂の乾燥プロセスをAPの間欠運転の
影響を受けることなく遂行でき、間欠運用によるエネルギーロ
スと生産性の低下を回避させている。
　そして、本砂乾燥システムで製造した乾燥砂を複数のAP
に供給することにより、たとえ、合材製造量が少ない閑散期
においてAPの間欠運用が多用されたとしても、間接的に省
エネルギー化とCO₂削減を実現することを可能としている。

　4.4　省エネルギー化とCO₂削減
　本砂乾燥システムを砂のサプライチェーン途上に組み込
み、APの「省エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」
に対峙して行く必要があることは既に述べた通りである。
　省エネルギー化に関しては、APの従来技術（経済合理性、
法規制、社会通念、既成概念などによる制約）で踏み込むこ
とができなかった排ガスからの水蒸気潜熱の回収にフォーカ
スしアプローチしている。繰り返しになるが、排ガス中の水蒸
気分圧を増大させて水蒸気潜熱の回収効率を高めるため
に、高含水比な砂の乾燥に特化すると共に、燃焼空気と侵
入空気を厳格に管理して不凝縮ガスの分圧を下げている。
さらに、乾燥後の砂からの放散熱によるエネルギーロスをなく
すために、水分を少し残した状態に砂を乾燥している。この
ことにより、砂に供給された熱エネルギーの殆どを水分蒸発
で消費することができる。そして、回収した水蒸気潜熱を新
たな熱媒体である常温空気に移動させて温風を生成し、こ
れを新たな砂乾燥に利用している。
　表-1は、従来システムをベンチマークとし、本砂乾燥シス
テムとの比較を行ったものである。ここで、砂の乾燥能力を
50トン/h、含水比の削減幅を10%、ベンチマークの熱効率
を80%としている。表より、省エネルギー化に関しては、その
熱効率がベンチマークの70%増である150％（LHV）となっ
ている。これは、Pr砂ドライヤで発生した水蒸気を回収して
温風を生成し、Se砂ドライヤで新たな砂を乾燥していること

　4.3　稼働率の向上
　APは、合材の製造能力とその出荷量や出荷タイミングのミ
スマッチ等により間欠運転が多用されている。そして、起動時
の予熱に多くの熱エネルギーを消費し、多くのCO₂を排出し
ている。予熱は、ドライヤを始めとする煙道やバグフィルタへの
水蒸気の凝縮を未然に防ぎ腐食の進行を抑制すると共に、
一早く加熱骨材温度の安定化をはかるためには必要不可
欠なプロセスである。このようにして、APの間欠運転が繰り返
されることにより、折角ドライヤやバグフィルタに蓄熱された熱
エネルギーが無駄に大気に放散していることは否めない。AP
で間欠運転が多用されるのは、合材の温度が低下しない時
間内にダンプ輸送し舗装施工を完了させる必要があり、AP
はこのことを補完する形で全国に分散配置されてきたこと、さ
らには、ダンプへの積載時間短縮の要請に答えるためにAP
を大型化し、合材の製造能力を増大することにより瞬発力を
求めたことなどがAPの稼働率を大きく引き下げている要因で
あることは第2章でも触れた通りである。
　このため、骨材で最も高含水比でエネルギーを多く消費
する砂の乾燥においても、従来システムでは稼働率が極め
て低調なAPでそのプロセスが行われている。いくら定常運
転時における熱効率が85%を上回っていたとしても、間欠
運転が多用されることによりエネルギーロスが多くなり総合的
な熱効率が大きく阻害されていることは否めない。
　このことから脱却するために、高含水比な砂の乾燥をAP
から切り離しサプライチェーンで砂を単独で乾燥することに
フォーカスしている。そして、少量の水分を残留させた乾燥
砂を製造することで、砂の顕熱が残留水分の蒸発に消費さ
れ外気温よりも低い湿球温度まで低下する。この原理により、
砂の顕熱放散によるエネルギーロスを削減し、雨養生は必
要であるものの乾燥砂の長期貯蔵、長距離輸送を可能とし
ている。
　このようにして、稼働率向上の阻害要因を取り除くことによ

　4.2　ビジネスモデル
　APの省エネルギー化とCO2削減の障壁となっている「省
エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」を解決する
手段として、今まで述べてきた砂乾燥システムを砂サプライ
チェーンである砕石工場に導入し、乾燥砂を製造して複数
のAPに供給する仕組みを新たなビジネスモデルとして検討
する。
　たとえば、図-81)に示すように本砂乾燥システムを砕石工
場内に設置し、APの間欠運転に影響を受けることなく安定
的に連続稼働させることによって生産性を向上させると共に、
上記で述べた排ガス中水蒸気の凝縮潜熱を砂の乾燥に有
効利用することにより、極めて大きな省エネルギー化とCO2
削減効果を達成することが可能となる。加えて、乾燥砂を砕
石工場から複数のAPに供給する輸送効率に関しても、
10％の水分除去によりダンプ輸送効率が単純に10％改善
され、生産性とCO2削減に相乗的に寄与することが期待さ
れる。
　具体的な砂乾燥システムのビジネスモデルとしては、年間
30万トン規模の乾燥砂を製造する砂乾燥システム（含水比
10%低減、稼働6,000時間/年、乾燥能力50トン/h、CO2
削減4,000t-CO2/年、熱効率150%（LHV）、重油換算
1,400kL削減）を、全国10ヶ所の砕石工場へ導入し、年間
の乾燥砂製造量300万トンを目指す。このことにより、4万
t-CO2/年のCO2削減効果と省エネルギー化による燃料費
削減効果14,000kL（経済合理性）が創出される。
　さらに、本砂乾燥システムで含水比を10%低減した乾燥
砂を年間300万トン製造することで、この乾燥砂の輸送に携

エネルギー全てを水の蒸発のみに利用することで排ガスの
水蒸気分圧を高めることが可能となる。
　ただし、水の蒸発を伴わない乾いた砂の加熱に熱エネル
ギーを消費する場合には、燃焼ガスの水蒸気分圧は燃料と
空気比とに依存しその値は小さくなる。このことは、バーナで
燃料が燃焼する場合に生成する燃焼ガスの水蒸気分圧が
燃焼量には関係なく燃料の種類と空気比（過剰燃焼空気
量）とで決定されるためである。そして、燃料の種類は、炭素
と水素の構成比率で水蒸気分圧が決定され、メタンガスで
ある天然ガスが最も水蒸気分圧が高くなる。
　3.1節でも触れたが、Pr、Se砂ドライヤ共にカウンターフ
ローよりも熱効率に劣るパラレルフロー方式を敢えて採用し
ている。これは、両者の砂ドライヤ共に砂の排出側で水分を
残留させるためである。同排出側では、砂と排ガスとの温度
差が最も小さく、かつ、排ガスの湿度が高まっていることから
砂からの水分蒸発が緩慢となり、カウンターフロー方式よりも
残留水分のコントロールが容易となる。
　2つ目は、ドライヤから排出した砂を外気に晒すことにより、
残留水分を蒸発させて砂の温度を外気温よりも低い湿球温
度にまで下げることができる。例えば、砂の比熱を0.837 
kJ/kg℃、水の潜熱を2.629 MJ/kgとすると、砂の顕熱変
化が30℃に相当する熱エネルギー（30℃×0 . 8 37 
kJ/kg℃＝25.116 kcal/kg）と含水比1%の気化潜熱
（0.01×2.629 MJ/kg＝26.288 kJ/kg）にほぼ匹敵す
る。このことから、ドライヤ内部での定率乾燥における砂の温
度が外気温度よりも上昇していたとしても、湿度の低い外気
に晒すことで、残留水分の蒸発潜熱により速やかに砂の含
水比が低下し、その結果として、砂の温度を外気の湿球温
度にまで下げることができる。例えば、15℃、50％RHの空気
の湿球温度は10℃であるので、この温度まで砂が保有して
いた顕熱を水の蒸発に利用して、含水比を低減することが
できるのである。このことに反して、乾燥状態の砂を外気温よ
りも高温でドライヤから排出すると、無駄に熱を放散して外気
温度まで低下するだけである。
　3つ目は、砂の残留水分を5%程度とすることで、防塵対
策として有効となる。往々にして、合材の原材料である砂を
始めとする骨材は、ショベルローダー、ダンプ、ベルコン等で
搬送するのが一般的で、ダンプへの積み替えやベルコンの
交点で粉塵の発生が伴う。このことから、砂に水分を残留さ
せることは作業環境を含めた環境負荷低減に寄与すること
ができる。
　以上のことから、ドライヤから排出した砂の残留水分を
5%程度にコントロールすることにより、排ガスの水蒸気分圧
を上昇させること、砂の顕熱を水分の蒸発で消費して残留
水分を低減させること、防塵対策としての有効性などの効果
が期待される。さらに、雨養生が必要ではあるが乾燥砂を長



の乾燥が進まなくなる主因である。
　以上の思考実験から、骨材への熱移動と物質移動（水蒸
気の凝縮）とが同一空間で同時に起こらないように、熱（顕熱
＋凝縮潜熱）と凝縮水とを分離することが本砂乾燥システム
の本質となる。言い換えると、水蒸気の凝縮潜熱により骨材を
昇温するも、その含水比が増大しないように凝縮水を骨材か
ら分離することが熱効率を向上させる上で最も重要な技術と
なる。

　3.3　凝縮塔による廃熱回収と砂乾燥メカニズム
　本砂乾燥システムは、水そのものを熱回収の媒体として利
用する凝縮塔を装備している。同凝縮塔では、水を微粒化し
て極めて大きな熱交換面積を形成させると共に、これを排ガ
スと直に接触させることにより排ガスに含まれる水蒸気の凝
縮潜熱を温水として回収している。
　具体的には、凝縮塔に100℃を下回り飽和水蒸気を包含
した排ガスを導入している。ただし、この排ガスは、図-6に示
すPr砂ドライヤからの排ガスを集塵処理したものである。そし
て、排ガスを凝縮塔の上部の中心部から導入して下部で外
周部に折り返して上方へ流すアップドラフト方式としている。
上昇する排ガスに15 ℃前後の冷水を下部に向かって散水
を行っている。この場合、上昇する排ガスと落下する水滴とは
直交するカウンターフローとなる。
　凝縮塔の内部では、雨の生成メカニズムと同じように、散水
した水滴を核として排ガス中の水蒸気が凝縮しながら水滴
が大きく成長し温度が上昇して行く。ここで、熱交換面積を増
大させるために水滴の粒径を小さくする程、比表面積が増
大して行くが、逆に水滴粒径が小さいと排ガスに随伴して飛
散する割合が多くなる。このため、排ガスの密度、温度、速度

気との差圧がゼロに近づくように、排風機の誘引量をフィード
バック制御している。
　以上の技術を採用することにより、本砂乾燥システムのPr
砂ドライヤの排ガス中の水蒸気分圧をおよそ50％以上に高
めて凝縮塔では、およそ80℃の温水を回収している。このこ
とに対して、一般的なAPの排ガス中の水蒸気分圧は、10～
15%と低い。これは、ドライヤからの侵入空気、バーナ燃焼の
過剰空気、水の蒸発以外に骨材の加熱に必要な熱エネル
ギーを供給する必要があるため、その熱量に相当する燃料
を燃焼さることにより、燃焼排ガス量が増大し水蒸気分圧が
低下することに起因している。即ち、骨材の乾燥加熱過程で
水の蒸発が完了した骨材を加熱する場合の燃焼排ガスは、
水蒸気量が不変でN2、O2、CO2などの不凝縮ガスのみが増
加して行くことになる。
　具体的には、ドライヤへの侵入空気量、バーナの空気比、
砂からの水蒸気量が一定である場合、水の蒸発を伴わない
乾燥した骨材の加熱（顕熱）では、化石燃料の水素含有量
に応じて燃焼排ガス中の水蒸気が供給されるのみである。
即ち、燃焼空気には、燃焼に関与しない窒素（N2）が79%を
占めており、メタン（CH4）を1 Nm3燃焼させた場合、空気中
の2 Nm3の酸素（O2）を消費し、1 Nm3の二酸化炭素
（CO2）と2 Nm3の水（H2O）が生成する。このとき、燃焼に関
与しない7.5 Nm3の窒素（N2）が介在する。したがって、理
論上10.5 Nm3の燃焼ガスが生じ、CO₂濃度は、9.5%、水
蒸気濃度は、19%となる。そして、この理論燃焼ガスに過剰
燃焼空気や侵入空気が加わることにより水蒸気分圧はさら
に低下するのである。

　3.5　乾燥砂の残留水分
　凝縮潜熱の回収効率を引き上げるためには、排ガス中の
水蒸気分圧を最大限に高めることが重要であり、そのために
も侵入空気やバーナ燃焼の過剰空気を削減して不凝縮ガス
濃度（分圧）を低減することが重要であることは前節で触れ
た通りである。その上で、本砂乾燥システムの乾燥プロセスで
砂の水分を残留させることが省エネルギー化と稼働率の向
上に大きな意味を持つ。即ち、APでの乾燥加熱プロセスと同
様に、砂を100℃以上に加熱して絶乾状態にするのではなく、
砂ドライヤから排出する乾燥砂の残留水分を敢えて5％程度
とすることにより、以下に述べる三つの効果を狙う。
　1つ目は、前節でも触れた通り、水分の蒸発のみに熱エネ
ルギーを消費することが重要となる。排ガスの水蒸気分圧は、
砂から蒸発した水蒸気が排ガスの一部として取り込まれるこ
とにより上昇する。そして、砂の水分を残留させることにより、ド
ライヤ内部では砂に供給される熱エネルギーと水の蒸発で
消費される熱エネルギーとがバランスして砂の温度変化を伴
わない定率乾燥の状態となる。このようにして、供給される熱

　3.4　不凝縮ガスの低減（侵入空気の削減）
　水蒸気の凝縮潜熱を凝縮塔で温水として回収する場合、
その露点温度は図-717)に示す通り排ガス中の水蒸気分圧
（右側縦軸：絶対湿度）と相対湿度100％の交点の乾球温
度（横軸）で決定される。即ち、排ガスは、不凝縮ガスの窒素
（N2）、酸素（O2）、二酸化炭素（CO2）などを含んでおり、これ
らの不凝縮ガスの分圧と水蒸気の分圧との比率により、常圧
下における水蒸気の露点温度が決定するのである。このこと
から、水蒸気の分圧を高めるほど露点温度が上昇して高い
温度の温水を回収することができ、凝縮潜熱の回収効率が
向上する。
　仮に、不凝縮ガスの混入がゼロであれば、常圧下での水
蒸気の露点温度が100℃まで上昇し、凝縮潜熱を高効率で
回収することができる。因みに、火力発電所などにおける蒸
気タービンを駆動する水蒸気は、不凝縮ガスを含まない水蒸
気が100％の状態で用いられており、この水蒸気を復水器
で100℃以下に冷却することで大気圧を下回る圧力（負圧）
となり、蒸気タービンの背圧を下げて発電効率を高めることに
有効利用されている。
　以上のことを踏まえた上で、この露点温度を上昇させるた
めに図-4に示すPr砂ドライヤの侵入空気量とバーナ燃焼の
過剰空気量とを徹底的に削減して、不凝縮ガスであるN2、
O2、CO2の分圧を減じることと、次節の「3.5 乾燥砂の残留
水分」で詳細に触れるが、砂の水分蒸発のみに熱エネル
ギーを消費することが重要な技術要件となる。
　バーナ燃焼空気の削減に関しては、温度や圧力に応じて
空気密度が変動することから、燃焼空気の温度補正と圧力
補正を加味した上で燃焼量に応じた燃焼空気量の制御が
重要となる。本砂乾燥システムでは、燃油流量と燃焼空気流
量とを常時フィードバック制御することにより、バーナの最適な
低空気比燃焼を実現している。因みに、コンベンショナルな
バーナでは、夏季と冬季とで外気温が30℃以上異なるが、
夏季の空気量で燃焼空気比を調整するのが一般的である。
このために、冬季で外気温が下がると空気密度が高まり過
剰の燃焼空気量で燃焼することになる。夏季と冬季とで外気
に30℃の温度差があると、空気密度は約10％冬季が大きく
なり、過剰空気量が10％増大することになる。このことから、
排ガス量が増大することとなり、熱効率と水蒸気分圧とが低
下する。さらに、バーナ燃焼に予熱空気を利用することにより、
燃焼温度を高めて燃焼排ガス量を減じることも、熱効率と水
蒸気分圧とを高める有効な手段となる。
　ドライヤからの侵入空気の削減に関しては、ドライヤの前
後に位置する摺動部のシール機構を工夫して密閉性を高め
ていることと、ドライヤ内部圧力（静圧）と外気圧との差圧をゼ
ロに近づける静圧コントロールにより行っている。Pr砂ドライヤ
のバルクヘッドに微差圧計を装備し、ドライヤ内部の静圧と外

が100℃を下回って水蒸気の凝縮が起こる「省エネルギー
化の限界」に達していることは既に触れた。ただ、10℃常温
の骨材と100℃を少し下回る排ガスとの温度差は、90℃近
く採ることができ熱交換の余地が十分に残されている。しか
しながら、飽和水蒸気を大量に包含した100℃以下の排ガ
スと常温骨材との直接的な熱交換においては、熱移動と物
質移動（水蒸気の凝縮）とが同じ空間で同時に起こることが
熱交換、とりわけ、水分乾燥の阻害要因となっている。即ち、
常温の骨材に排ガスからの熱移動が始まると同時に水蒸気
の凝縮が始まって骨材の含水比が上昇することが熱効率の
向上に大きな障壁となり、APの「省エネルギー化の限界」を
招いているのである。
　この骨材の含水比が上昇する現象は、カウンターフロー方
式のVドライヤの骨材投入近傍で局部的に起こっている。排
ガスの水蒸気分圧が大きくその露点温度が骨材温度よりも
高い場合に骨材に付随するシルトや粘土などの比表面積が
大きい細粒分から凝縮水で湿潤して行き、これらがドライヤ
内壁へ付着成長して行くと言う弊害が実際のAPでも生じて
いる。この付着の対策として、省エネルギー化とは逆行するも
のの排ガス温度を上昇させてドライヤ内壁温度を高めること
が有効である。即ち、ドライヤ内壁温度が露点温度よりも高く、
表面が凝縮水で濡れない限り付着が成長しないためである。
　ここで、思考実験として、カウンターフロー方式のドライヤに
関して、その長さを無限に伸ばした場合を考える。すると、ド
ライヤ内部の長手方向のどこかの位置で、排ガス温度、骨
材温度、ドライヤ壁面温度、露点温度が同一温度となる平
衡状態に至り、その温度は限りなく水蒸気分圧の飽和温度
（常圧では100℃以下）に近づいて行くものと容易に推察す
ることができる。排ガスと骨材との温度差がおよそ90℃近く
採れるにも拘らず水蒸気の凝縮の影響を受けて、これ以上

　3.2　熱効率向上の基本原理
　第2章で述べた通り、骨材の乾燥と加熱プロセスに主眼を
置いたAPにおける熱効率の定義は、有効エネルギーを骨材
の顕熱（加熱）と水分の潜熱（蒸発）としている。そして、骨材
の乾燥加熱に利用することができない無効エネルギーは、放
散熱、水蒸気を含む排ガスの顕熱、不明熱などとし、その内の
大半を排ガスの顕熱が占めている。いずれにしても、これらAP
で定義される有効エネルギーの総和が入熱全体（燃焼熱）の
85%以上に達していることから、同熱効率の定義においては
優れた乾燥システムであると評価することができる。
　以上のことを数式で表わすと、
　　

　ここで、
　

　となる。
　しかしながら、視点を骨材の乾燥後に転じると、骨材に蓄
熱している有効エネルギーは入熱全体の38%足らずの顕
熱のみで、残りの47%以上の潜熱は水蒸気のエンタルピー
として排ガスに随伴して排気している。このことから、エネル
ギー保存則が担保されている限り、水蒸気を大量に含む排
ガスは、エネルギーの質（エクセルギー）が低く利用価値が限
定的ではあるものの、秘めたる熱エネルギーを多く保持して
いることになる。このように、排ガスを顕熱のみで評価した場
合、その無効エネルギーは、入熱全体の10～15%足らずで
あるが、水蒸気のエンタルピー（顕熱＋潜熱）を考慮に入れ
た場合、実に入熱全体のおよそ60%以上を排ガスとして廃
棄していることになる。
　カウンターフロー方式のVドライヤにおいては、排ガス温度

わる延べ30万台に上るダンプの輸送効率を10%改善でき
ることが見込まれる。即ち、従来はダンプ3万台分（30万ト
ン）に相当する水を余分に運んでいたことになり、この分と引
き換えに30万tの砂を多く運ぶことが可能となる。ダンプの燃
費を3.0L/km、砂の輸送距離を平均20km/台と仮定する
と、3.0L/km×20km/台×3万台/年＝1,800 kL/年の燃
料である軽油を削減し、軽油の C O 2排出係数を
2.6kg-CO2/Lとすると、年間のCO2削減量は、1,800kL/
年×2.6 kg-CO2/L＝4,680t-CO2/年と見積もられる。とこ
ろで、本砂乾燥システムを個々のAPに併設して、骨材の予
備乾燥を行うことも可能であるが、水蒸気分圧が10～15 
%と低いAPの排ガスでは、露点温度が50～60℃と低くなり、
常温空気と熱交換すると40～50℃の温風しか取り出すこ
とができないことや、APの年間稼働時間が1,000～1,500
時間/年と極めて低く間欠運転が多用されることなどから、
その経済合理性を見出すのが極めて困難となる。
　ゆえに、個々のAPに本砂乾燥システムを増設するのではなく、
骨材のサプライチェーンの上流側である砕石工場内に本砂
乾燥システムを設置し、稼働時間を6,000時間/年まで高め
ることで経済合理性と環境適応性との最適化をはかることが
可能であると考えられる。
　以上のように、稼働率が極めて低く、省エネルギー化の改
善の余地が殆ど残されていないAPに対して、本砂乾燥シス
テムで製造した乾燥砂を供給することにより、APの稼働率の
改善や省エネルギー化に必要な設備増設（投資）を行わず
して、30％近くの省エネルギー化とCO2削減の効果を飛躍
的に高めることを可能としている。

に起因している。言い換えると、砂30トン/hの含水比を10%
削減するのに必要な燃料（熱エネルギー）で、砂20トン/hを
乾燥することを可能にしている。
　つぎに、本砂乾燥システムのCO₂削減効果に関しては、ベ
ンチマークである従来システムの40%のCO₂削減を達成し
ている。加えて、表-1に示す全てのシステムでLNGを燃料と
したときのCO2排出量を示している。APで最も多く使用され
ているA重油での比較を行うと、ベンチマークで19%、本砂
乾燥システムでは実に52%のCO2を削減していることになる。

5. おわりに

　18世紀の中期にあたる1750年ごろからイギリスで始まっ
た産業革命までは，人類はバイオマス燃料である薪などを燃
料として利用していた。現在と比べれば決して生産性は高く
ないが，自然との調和が保たれ，必要なものを必要な時に必
要な量だけ使用する地産地消に即した生産活動を行って
いた。このことにより，大気中のCO₂濃度は280ppm前後で
バランスしていたことが知られている。
　やがて，産業革命を経て蒸気機関などが普及することによ
り，国内の森林資源を燃料として使い果たしてしまった人類
は，これまでは採掘や燃焼が困難であった化石燃料の石炭
を新たな燃料として合理的に利用する技術を開発するに至
る。薪に比べてエネルギー密度が格段に高い石炭を燃料とし
て使用することにより，産業活動が加速度的に向上して行くと
共に，CO₂の排出量も急激に増大して行った。また，1906年
のハーバーボッシュ法によるアンモニアの工業生産の開始に
より，これを原料とする化学肥料の生産量が増大し食糧事情
が大きく改善して行く。1800年に10億人足らずであった世
界人口が2000年までの200年間で8倍の80億人へと人口
爆発をもたらしたことも大気中CO₂濃度の増大要因として挙
げることができる。
　さらに，追い打ちを掛けるようにして，1914～1918年と
1939～1945年の二度に渡る世界大戦を経ることにより，よ
り便利でエネルギー密度の高い安価な液体燃料である石油
を求めて油田探索と油井開発が大手石油メジャーの手によ
り精力的に進められた。そして，石油を原料とする石油製品
や石油化学製品の開発が進み，これを湯水の如く使用して，
一握りの先進国の人々が豊かな生活を求めて，大量生産，大
量消費，大量廃棄の時代を容認し続けたあげくの果てに，大
気中のCO₂濃度を420ppmまで高めてしまった。このことにより，
地球温暖化に伴う異常気象，生態系への影響による種の絶滅
などの弊害が起こりつつある。我々人類が，このままのペースで
化石燃料の使用を続けて経済発展を続けると，今世紀末には
大気中のCO₂濃度が800ppmを超え，地球の平均気温が
4.8 ℃上昇するとIPCCが警鐘を鳴らしている。さらに，石油製

り本砂乾燥システムを連続運転することが可能となり、最もエ
ネルギーを消費する砂の乾燥プロセスをAPの間欠運転の
影響を受けることなく遂行でき、間欠運用によるエネルギーロ
スと生産性の低下を回避させている。
　そして、本砂乾燥システムで製造した乾燥砂を複数のAP
に供給することにより、たとえ、合材製造量が少ない閑散期
においてAPの間欠運用が多用されたとしても、間接的に省
エネルギー化とCO₂削減を実現することを可能としている。

　4.4　省エネルギー化とCO₂削減
　本砂乾燥システムを砂のサプライチェーン途上に組み込
み、APの「省エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」
に対峙して行く必要があることは既に述べた通りである。
　省エネルギー化に関しては、APの従来技術（経済合理性、
法規制、社会通念、既成概念などによる制約）で踏み込むこ
とができなかった排ガスからの水蒸気潜熱の回収にフォーカ
スしアプローチしている。繰り返しになるが、排ガス中の水蒸
気分圧を増大させて水蒸気潜熱の回収効率を高めるため
に、高含水比な砂の乾燥に特化すると共に、燃焼空気と侵
入空気を厳格に管理して不凝縮ガスの分圧を下げている。
さらに、乾燥後の砂からの放散熱によるエネルギーロスをなく
すために、水分を少し残した状態に砂を乾燥している。この
ことにより、砂に供給された熱エネルギーの殆どを水分蒸発
で消費することができる。そして、回収した水蒸気潜熱を新
たな熱媒体である常温空気に移動させて温風を生成し、こ
れを新たな砂乾燥に利用している。
　表-1は、従来システムをベンチマークとし、本砂乾燥シス
テムとの比較を行ったものである。ここで、砂の乾燥能力を
50トン/h、含水比の削減幅を10%、ベンチマークの熱効率
を80%としている。表より、省エネルギー化に関しては、その
熱効率がベンチマークの70%増である150％（LHV）となっ
ている。これは、Pr砂ドライヤで発生した水蒸気を回収して
温風を生成し、Se砂ドライヤで新たな砂を乾燥していること

　4.3　稼働率の向上
　APは、合材の製造能力とその出荷量や出荷タイミングのミ
スマッチ等により間欠運転が多用されている。そして、起動時
の予熱に多くの熱エネルギーを消費し、多くのCO₂を排出し
ている。予熱は、ドライヤを始めとする煙道やバグフィルタへの
水蒸気の凝縮を未然に防ぎ腐食の進行を抑制すると共に、
一早く加熱骨材温度の安定化をはかるためには必要不可
欠なプロセスである。このようにして、APの間欠運転が繰り返
されることにより、折角ドライヤやバグフィルタに蓄熱された熱
エネルギーが無駄に大気に放散していることは否めない。AP
で間欠運転が多用されるのは、合材の温度が低下しない時
間内にダンプ輸送し舗装施工を完了させる必要があり、AP
はこのことを補完する形で全国に分散配置されてきたこと、さ
らには、ダンプへの積載時間短縮の要請に答えるためにAP
を大型化し、合材の製造能力を増大することにより瞬発力を
求めたことなどがAPの稼働率を大きく引き下げている要因で
あることは第2章でも触れた通りである。
　このため、骨材で最も高含水比でエネルギーを多く消費
する砂の乾燥においても、従来システムでは稼働率が極め
て低調なAPでそのプロセスが行われている。いくら定常運
転時における熱効率が85%を上回っていたとしても、間欠
運転が多用されることによりエネルギーロスが多くなり総合的
な熱効率が大きく阻害されていることは否めない。
　このことから脱却するために、高含水比な砂の乾燥をAP
から切り離しサプライチェーンで砂を単独で乾燥することに
フォーカスしている。そして、少量の水分を残留させた乾燥
砂を製造することで、砂の顕熱が残留水分の蒸発に消費さ
れ外気温よりも低い湿球温度まで低下する。この原理により、
砂の顕熱放散によるエネルギーロスを削減し、雨養生は必
要であるものの乾燥砂の長期貯蔵、長距離輸送を可能とし
ている。
　このようにして、稼働率向上の阻害要因を取り除くことによ
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図-8　砂乾燥ビジネスモデル1)

　4.2　ビジネスモデル
　APの省エネルギー化とCO2削減の障壁となっている「省
エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」を解決する
手段として、今まで述べてきた砂乾燥システムを砂サプライ
チェーンである砕石工場に導入し、乾燥砂を製造して複数
のAPに供給する仕組みを新たなビジネスモデルとして検討
する。
　たとえば、図-81)に示すように本砂乾燥システムを砕石工
場内に設置し、APの間欠運転に影響を受けることなく安定
的に連続稼働させることによって生産性を向上させると共に、
上記で述べた排ガス中水蒸気の凝縮潜熱を砂の乾燥に有
効利用することにより、極めて大きな省エネルギー化とCO2
削減効果を達成することが可能となる。加えて、乾燥砂を砕
石工場から複数のAPに供給する輸送効率に関しても、
10％の水分除去によりダンプ輸送効率が単純に10％改善
され、生産性とCO2削減に相乗的に寄与することが期待さ
れる。
　具体的な砂乾燥システムのビジネスモデルとしては、年間
30万トン規模の乾燥砂を製造する砂乾燥システム（含水比
10%低減、稼働6,000時間/年、乾燥能力50トン/h、CO2
削減4,000t-CO2/年、熱効率150%（LHV）、重油換算
1,400kL削減）を、全国10ヶ所の砕石工場へ導入し、年間
の乾燥砂製造量300万トンを目指す。このことにより、4万
t-CO2/年のCO2削減効果と省エネルギー化による燃料費
削減効果14,000kL（経済合理性）が創出される。
　さらに、本砂乾燥システムで含水比を10%低減した乾燥
砂を年間300万トン製造することで、この乾燥砂の輸送に携

期にわたり貯留することができるので、APの運用に影響を受
けることなく連続して本砂乾燥システムを運用することが可
能となる。

4.砂乾燥システムのビジネスモデルとその効果

　4.1　マクロ的視座
　一般社団法人日本アスファルト合材協会の統計によると、
全国の合材製造量はピークのバブル期から半減し3,800万
トン前後を推移していることは第1章でも触れている1)。その
一方で、道路のリプレースにおいて、老朽化したアスファルト
舗装を打ち換えるときに発生するアスコンガラは、建設リサイ
クル法により特定建設廃棄物の指定を受けている。そして、
一定要件を満たすアスコンガラはこの法律に基づいてリサイ
クルすることが義務付けられている。国土交通省の令和4年
度の統計資料によると、年間発生しているアスコンガラの総
量は約2,128万トンに上り、この内の約7割に相当する
1,500万トンがR合材として再利用されており、残りの630
万トンは、路盤材として有効利用さている。このように、アスコ
ンガラは、そのリサイクル率が近年では安定して99.5%以上
を推移しており、資源の有効利用並びに循環型社会の構築
に最も則した建設資源であると言える18)。
　以上のことから、合材製造量全体に占めるR材混入率は
平均して39%強（1,500万トン／3,800万トン）であると推
定される。このことを前提として新規骨材に視点を転じると、
年間合材製造量3,800万トンの内、61％の約2,300万トン
は新規骨材を使用しているものと推測される。そして、この内
の約30％が細骨材の砂であると見積もられ、その量は690
万トンに上る。
　一方、経済産業省の統計資料によると、全国に砕石工場
が約2,400ヶ所存在し、コンクリート用および合材用の骨材
を供給しており、その総製造量は、1億6,000万トンに上って
いる19)。特に、自然由来の川砂や海砂などは、環境保護の観
点から調達が極めて困難となっており、砕石工場で人工的
に製造される砕砂がその主流を占めるようになっている。こ
れらの砂は、比表面積が大きいことから高含水比であり、所
定の品質を担保するためにシルトや粘土を水洗で除去して
いることがその主因である。そして、これらの砂の含水比が
12～15%であることから、マクロ的に82.8～103.5万トン
の水を除去するためにAPで化石燃料を消費していることに
なる。加えて、APの熱効率が80％とすると、水1kgを蒸発さ
せるのに0.1リットルのA重油を消費し0.25 kgのCO₂を発
生させている。ことから、マクロ的には8.28～10.35万キロ
リットルのA重油を消費し、20.7～25.9万トンのCO₂を発生
させている計算となる。

エネルギー全てを水の蒸発のみに利用することで排ガスの
水蒸気分圧を高めることが可能となる。
　ただし、水の蒸発を伴わない乾いた砂の加熱に熱エネル
ギーを消費する場合には、燃焼ガスの水蒸気分圧は燃料と
空気比とに依存しその値は小さくなる。このことは、バーナで
燃料が燃焼する場合に生成する燃焼ガスの水蒸気分圧が
燃焼量には関係なく燃料の種類と空気比（過剰燃焼空気
量）とで決定されるためである。そして、燃料の種類は、炭素
と水素の構成比率で水蒸気分圧が決定され、メタンガスで
ある天然ガスが最も水蒸気分圧が高くなる。
　3.1節でも触れたが、Pr、Se砂ドライヤ共にカウンターフ
ローよりも熱効率に劣るパラレルフロー方式を敢えて採用し
ている。これは、両者の砂ドライヤ共に砂の排出側で水分を
残留させるためである。同排出側では、砂と排ガスとの温度
差が最も小さく、かつ、排ガスの湿度が高まっていることから
砂からの水分蒸発が緩慢となり、カウンターフロー方式よりも
残留水分のコントロールが容易となる。
　2つ目は、ドライヤから排出した砂を外気に晒すことにより、
残留水分を蒸発させて砂の温度を外気温よりも低い湿球温
度にまで下げることができる。例えば、砂の比熱を0.837 
kJ/kg℃、水の潜熱を2.629 MJ/kgとすると、砂の顕熱変
化が30℃に相当する熱エネルギー（30℃×0 . 8 37 
kJ/kg℃＝25.116 kcal/kg）と含水比1%の気化潜熱
（0.01×2.629 MJ/kg＝26.288 kJ/kg）にほぼ匹敵す
る。このことから、ドライヤ内部での定率乾燥における砂の温
度が外気温度よりも上昇していたとしても、湿度の低い外気
に晒すことで、残留水分の蒸発潜熱により速やかに砂の含
水比が低下し、その結果として、砂の温度を外気の湿球温
度にまで下げることができる。例えば、15℃、50％RHの空気
の湿球温度は10℃であるので、この温度まで砂が保有して
いた顕熱を水の蒸発に利用して、含水比を低減することが
できるのである。このことに反して、乾燥状態の砂を外気温よ
りも高温でドライヤから排出すると、無駄に熱を放散して外気
温度まで低下するだけである。
　3つ目は、砂の残留水分を5%程度とすることで、防塵対
策として有効となる。往々にして、合材の原材料である砂を
始めとする骨材は、ショベルローダー、ダンプ、ベルコン等で
搬送するのが一般的で、ダンプへの積み替えやベルコンの
交点で粉塵の発生が伴う。このことから、砂に水分を残留さ
せることは作業環境を含めた環境負荷低減に寄与すること
ができる。
　以上のことから、ドライヤから排出した砂の残留水分を
5%程度にコントロールすることにより、排ガスの水蒸気分圧
を上昇させること、砂の顕熱を水分の蒸発で消費して残留
水分を低減させること、防塵対策としての有効性などの効果
が期待される。さらに、雨養生が必要ではあるが乾燥砂を長



の乾燥が進まなくなる主因である。
　以上の思考実験から、骨材への熱移動と物質移動（水蒸
気の凝縮）とが同一空間で同時に起こらないように、熱（顕熱
＋凝縮潜熱）と凝縮水とを分離することが本砂乾燥システム
の本質となる。言い換えると、水蒸気の凝縮潜熱により骨材を
昇温するも、その含水比が増大しないように凝縮水を骨材か
ら分離することが熱効率を向上させる上で最も重要な技術と
なる。

　3.3　凝縮塔による廃熱回収と砂乾燥メカニズム
　本砂乾燥システムは、水そのものを熱回収の媒体として利
用する凝縮塔を装備している。同凝縮塔では、水を微粒化し
て極めて大きな熱交換面積を形成させると共に、これを排ガ
スと直に接触させることにより排ガスに含まれる水蒸気の凝
縮潜熱を温水として回収している。
　具体的には、凝縮塔に100℃を下回り飽和水蒸気を包含
した排ガスを導入している。ただし、この排ガスは、図-6に示
すPr砂ドライヤからの排ガスを集塵処理したものである。そし
て、排ガスを凝縮塔の上部の中心部から導入して下部で外
周部に折り返して上方へ流すアップドラフト方式としている。
上昇する排ガスに15 ℃前後の冷水を下部に向かって散水
を行っている。この場合、上昇する排ガスと落下する水滴とは
直交するカウンターフローとなる。
　凝縮塔の内部では、雨の生成メカニズムと同じように、散水
した水滴を核として排ガス中の水蒸気が凝縮しながら水滴
が大きく成長し温度が上昇して行く。ここで、熱交換面積を増
大させるために水滴の粒径を小さくする程、比表面積が増
大して行くが、逆に水滴粒径が小さいと排ガスに随伴して飛
散する割合が多くなる。このため、排ガスの密度、温度、速度

気との差圧がゼロに近づくように、排風機の誘引量をフィード
バック制御している。
　以上の技術を採用することにより、本砂乾燥システムのPr
砂ドライヤの排ガス中の水蒸気分圧をおよそ50％以上に高
めて凝縮塔では、およそ80℃の温水を回収している。このこ
とに対して、一般的なAPの排ガス中の水蒸気分圧は、10～
15%と低い。これは、ドライヤからの侵入空気、バーナ燃焼の
過剰空気、水の蒸発以外に骨材の加熱に必要な熱エネル
ギーを供給する必要があるため、その熱量に相当する燃料
を燃焼さることにより、燃焼排ガス量が増大し水蒸気分圧が
低下することに起因している。即ち、骨材の乾燥加熱過程で
水の蒸発が完了した骨材を加熱する場合の燃焼排ガスは、
水蒸気量が不変でN2、O2、CO2などの不凝縮ガスのみが増
加して行くことになる。
　具体的には、ドライヤへの侵入空気量、バーナの空気比、
砂からの水蒸気量が一定である場合、水の蒸発を伴わない
乾燥した骨材の加熱（顕熱）では、化石燃料の水素含有量
に応じて燃焼排ガス中の水蒸気が供給されるのみである。
即ち、燃焼空気には、燃焼に関与しない窒素（N2）が79%を
占めており、メタン（CH4）を1 Nm3燃焼させた場合、空気中
の2 Nm3の酸素（O2）を消費し、1 Nm3の二酸化炭素
（CO2）と2 Nm3の水（H2O）が生成する。このとき、燃焼に関
与しない7.5 Nm3の窒素（N2）が介在する。したがって、理
論上10.5 Nm3の燃焼ガスが生じ、CO₂濃度は、9.5%、水
蒸気濃度は、19%となる。そして、この理論燃焼ガスに過剰
燃焼空気や侵入空気が加わることにより水蒸気分圧はさら
に低下するのである。

　3.5　乾燥砂の残留水分
　凝縮潜熱の回収効率を引き上げるためには、排ガス中の
水蒸気分圧を最大限に高めることが重要であり、そのために
も侵入空気やバーナ燃焼の過剰空気を削減して不凝縮ガス
濃度（分圧）を低減することが重要であることは前節で触れ
た通りである。その上で、本砂乾燥システムの乾燥プロセスで
砂の水分を残留させることが省エネルギー化と稼働率の向
上に大きな意味を持つ。即ち、APでの乾燥加熱プロセスと同
様に、砂を100℃以上に加熱して絶乾状態にするのではなく、
砂ドライヤから排出する乾燥砂の残留水分を敢えて5％程度
とすることにより、以下に述べる三つの効果を狙う。
　1つ目は、前節でも触れた通り、水分の蒸発のみに熱エネ
ルギーを消費することが重要となる。排ガスの水蒸気分圧は、
砂から蒸発した水蒸気が排ガスの一部として取り込まれるこ
とにより上昇する。そして、砂の水分を残留させることにより、ド
ライヤ内部では砂に供給される熱エネルギーと水の蒸発で
消費される熱エネルギーとがバランスして砂の温度変化を伴
わない定率乾燥の状態となる。このようにして、供給される熱

　3.4　不凝縮ガスの低減（侵入空気の削減）
　水蒸気の凝縮潜熱を凝縮塔で温水として回収する場合、
その露点温度は図-717)に示す通り排ガス中の水蒸気分圧
（右側縦軸：絶対湿度）と相対湿度100％の交点の乾球温
度（横軸）で決定される。即ち、排ガスは、不凝縮ガスの窒素
（N2）、酸素（O2）、二酸化炭素（CO2）などを含んでおり、これ
らの不凝縮ガスの分圧と水蒸気の分圧との比率により、常圧
下における水蒸気の露点温度が決定するのである。このこと
から、水蒸気の分圧を高めるほど露点温度が上昇して高い
温度の温水を回収することができ、凝縮潜熱の回収効率が
向上する。
　仮に、不凝縮ガスの混入がゼロであれば、常圧下での水
蒸気の露点温度が100℃まで上昇し、凝縮潜熱を高効率で
回収することができる。因みに、火力発電所などにおける蒸
気タービンを駆動する水蒸気は、不凝縮ガスを含まない水蒸
気が100％の状態で用いられており、この水蒸気を復水器
で100℃以下に冷却することで大気圧を下回る圧力（負圧）
となり、蒸気タービンの背圧を下げて発電効率を高めることに
有効利用されている。
　以上のことを踏まえた上で、この露点温度を上昇させるた
めに図-4に示すPr砂ドライヤの侵入空気量とバーナ燃焼の
過剰空気量とを徹底的に削減して、不凝縮ガスであるN2、
O2、CO2の分圧を減じることと、次節の「3.5 乾燥砂の残留
水分」で詳細に触れるが、砂の水分蒸発のみに熱エネル
ギーを消費することが重要な技術要件となる。
　バーナ燃焼空気の削減に関しては、温度や圧力に応じて
空気密度が変動することから、燃焼空気の温度補正と圧力
補正を加味した上で燃焼量に応じた燃焼空気量の制御が
重要となる。本砂乾燥システムでは、燃油流量と燃焼空気流
量とを常時フィードバック制御することにより、バーナの最適な
低空気比燃焼を実現している。因みに、コンベンショナルな
バーナでは、夏季と冬季とで外気温が30℃以上異なるが、
夏季の空気量で燃焼空気比を調整するのが一般的である。
このために、冬季で外気温が下がると空気密度が高まり過
剰の燃焼空気量で燃焼することになる。夏季と冬季とで外気
に30℃の温度差があると、空気密度は約10％冬季が大きく
なり、過剰空気量が10％増大することになる。このことから、
排ガス量が増大することとなり、熱効率と水蒸気分圧とが低
下する。さらに、バーナ燃焼に予熱空気を利用することにより、
燃焼温度を高めて燃焼排ガス量を減じることも、熱効率と水
蒸気分圧とを高める有効な手段となる。
　ドライヤからの侵入空気の削減に関しては、ドライヤの前
後に位置する摺動部のシール機構を工夫して密閉性を高め
ていることと、ドライヤ内部圧力（静圧）と外気圧との差圧をゼ
ロに近づける静圧コントロールにより行っている。Pr砂ドライヤ
のバルクヘッドに微差圧計を装備し、ドライヤ内部の静圧と外

が100℃を下回って水蒸気の凝縮が起こる「省エネルギー
化の限界」に達していることは既に触れた。ただ、10℃常温
の骨材と100℃を少し下回る排ガスとの温度差は、90℃近
く採ることができ熱交換の余地が十分に残されている。しか
しながら、飽和水蒸気を大量に包含した100℃以下の排ガ
スと常温骨材との直接的な熱交換においては、熱移動と物
質移動（水蒸気の凝縮）とが同じ空間で同時に起こることが
熱交換、とりわけ、水分乾燥の阻害要因となっている。即ち、
常温の骨材に排ガスからの熱移動が始まると同時に水蒸気
の凝縮が始まって骨材の含水比が上昇することが熱効率の
向上に大きな障壁となり、APの「省エネルギー化の限界」を
招いているのである。
　この骨材の含水比が上昇する現象は、カウンターフロー方
式のVドライヤの骨材投入近傍で局部的に起こっている。排
ガスの水蒸気分圧が大きくその露点温度が骨材温度よりも
高い場合に骨材に付随するシルトや粘土などの比表面積が
大きい細粒分から凝縮水で湿潤して行き、これらがドライヤ
内壁へ付着成長して行くと言う弊害が実際のAPでも生じて
いる。この付着の対策として、省エネルギー化とは逆行するも
のの排ガス温度を上昇させてドライヤ内壁温度を高めること
が有効である。即ち、ドライヤ内壁温度が露点温度よりも高く、
表面が凝縮水で濡れない限り付着が成長しないためである。
　ここで、思考実験として、カウンターフロー方式のドライヤに
関して、その長さを無限に伸ばした場合を考える。すると、ド
ライヤ内部の長手方向のどこかの位置で、排ガス温度、骨
材温度、ドライヤ壁面温度、露点温度が同一温度となる平
衡状態に至り、その温度は限りなく水蒸気分圧の飽和温度
（常圧では100℃以下）に近づいて行くものと容易に推察す
ることができる。排ガスと骨材との温度差がおよそ90℃近く
採れるにも拘らず水蒸気の凝縮の影響を受けて、これ以上

　3.2　熱効率向上の基本原理
　第2章で述べた通り、骨材の乾燥と加熱プロセスに主眼を
置いたAPにおける熱効率の定義は、有効エネルギーを骨材
の顕熱（加熱）と水分の潜熱（蒸発）としている。そして、骨材
の乾燥加熱に利用することができない無効エネルギーは、放
散熱、水蒸気を含む排ガスの顕熱、不明熱などとし、その内の
大半を排ガスの顕熱が占めている。いずれにしても、これらAP
で定義される有効エネルギーの総和が入熱全体（燃焼熱）の
85%以上に達していることから、同熱効率の定義においては
優れた乾燥システムであると評価することができる。
　以上のことを数式で表わすと、
　　

　ここで、
　

　となる。
　しかしながら、視点を骨材の乾燥後に転じると、骨材に蓄
熱している有効エネルギーは入熱全体の38%足らずの顕
熱のみで、残りの47%以上の潜熱は水蒸気のエンタルピー
として排ガスに随伴して排気している。このことから、エネル
ギー保存則が担保されている限り、水蒸気を大量に含む排
ガスは、エネルギーの質（エクセルギー）が低く利用価値が限
定的ではあるものの、秘めたる熱エネルギーを多く保持して
いることになる。このように、排ガスを顕熱のみで評価した場
合、その無効エネルギーは、入熱全体の10～15%足らずで
あるが、水蒸気のエンタルピー（顕熱＋潜熱）を考慮に入れ
た場合、実に入熱全体のおよそ60%以上を排ガスとして廃
棄していることになる。
　カウンターフロー方式のVドライヤにおいては、排ガス温度
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に起因している。言い換えると、砂30トン/hの含水比を10%
削減するのに必要な燃料（熱エネルギー）で、砂20トン/hを
乾燥することを可能にしている。
　つぎに、本砂乾燥システムのCO₂削減効果に関しては、ベ
ンチマークである従来システムの40%のCO₂削減を達成し
ている。加えて、表-1に示す全てのシステムでLNGを燃料と
したときのCO2排出量を示している。APで最も多く使用され
ているA重油での比較を行うと、ベンチマークで19%、本砂
乾燥システムでは実に52%のCO2を削減していることになる。

5. おわりに

　18世紀の中期にあたる1750年ごろからイギリスで始まっ
た産業革命までは，人類はバイオマス燃料である薪などを燃
料として利用していた。現在と比べれば決して生産性は高く
ないが，自然との調和が保たれ，必要なものを必要な時に必
要な量だけ使用する地産地消に即した生産活動を行って
いた。このことにより，大気中のCO₂濃度は280ppm前後で
バランスしていたことが知られている。
　やがて，産業革命を経て蒸気機関などが普及することによ
り，国内の森林資源を燃料として使い果たしてしまった人類
は，これまでは採掘や燃焼が困難であった化石燃料の石炭
を新たな燃料として合理的に利用する技術を開発するに至
る。薪に比べてエネルギー密度が格段に高い石炭を燃料とし
て使用することにより，産業活動が加速度的に向上して行くと
共に，CO₂の排出量も急激に増大して行った。また，1906年
のハーバーボッシュ法によるアンモニアの工業生産の開始に
より，これを原料とする化学肥料の生産量が増大し食糧事情
が大きく改善して行く。1800年に10億人足らずであった世
界人口が2000年までの200年間で8倍の80億人へと人口
爆発をもたらしたことも大気中CO₂濃度の増大要因として挙
げることができる。
　さらに，追い打ちを掛けるようにして，1914～1918年と
1939～1945年の二度に渡る世界大戦を経ることにより，よ
り便利でエネルギー密度の高い安価な液体燃料である石油
を求めて油田探索と油井開発が大手石油メジャーの手によ
り精力的に進められた。そして，石油を原料とする石油製品
や石油化学製品の開発が進み，これを湯水の如く使用して，
一握りの先進国の人々が豊かな生活を求めて，大量生産，大
量消費，大量廃棄の時代を容認し続けたあげくの果てに，大
気中のCO₂濃度を420ppmまで高めてしまった。このことにより，
地球温暖化に伴う異常気象，生態系への影響による種の絶滅
などの弊害が起こりつつある。我々人類が，このままのペースで
化石燃料の使用を続けて経済発展を続けると，今世紀末には
大気中のCO₂濃度が800ppmを超え，地球の平均気温が
4.8 ℃上昇するとIPCCが警鐘を鳴らしている。さらに，石油製

り本砂乾燥システムを連続運転することが可能となり、最もエ
ネルギーを消費する砂の乾燥プロセスをAPの間欠運転の
影響を受けることなく遂行でき、間欠運用によるエネルギーロ
スと生産性の低下を回避させている。
　そして、本砂乾燥システムで製造した乾燥砂を複数のAP
に供給することにより、たとえ、合材製造量が少ない閑散期
においてAPの間欠運用が多用されたとしても、間接的に省
エネルギー化とCO₂削減を実現することを可能としている。

　4.4　省エネルギー化とCO₂削減
　本砂乾燥システムを砂のサプライチェーン途上に組み込
み、APの「省エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」
に対峙して行く必要があることは既に述べた通りである。
　省エネルギー化に関しては、APの従来技術（経済合理性、
法規制、社会通念、既成概念などによる制約）で踏み込むこ
とができなかった排ガスからの水蒸気潜熱の回収にフォーカ
スしアプローチしている。繰り返しになるが、排ガス中の水蒸
気分圧を増大させて水蒸気潜熱の回収効率を高めるため
に、高含水比な砂の乾燥に特化すると共に、燃焼空気と侵
入空気を厳格に管理して不凝縮ガスの分圧を下げている。
さらに、乾燥後の砂からの放散熱によるエネルギーロスをなく
すために、水分を少し残した状態に砂を乾燥している。この
ことにより、砂に供給された熱エネルギーの殆どを水分蒸発
で消費することができる。そして、回収した水蒸気潜熱を新
たな熱媒体である常温空気に移動させて温風を生成し、こ
れを新たな砂乾燥に利用している。
　表-1は、従来システムをベンチマークとし、本砂乾燥シス
テムとの比較を行ったものである。ここで、砂の乾燥能力を
50トン/h、含水比の削減幅を10%、ベンチマークの熱効率
を80%としている。表より、省エネルギー化に関しては、その
熱効率がベンチマークの70%増である150％（LHV）となっ
ている。これは、Pr砂ドライヤで発生した水蒸気を回収して
温風を生成し、Se砂ドライヤで新たな砂を乾燥していること

　4.3　稼働率の向上
　APは、合材の製造能力とその出荷量や出荷タイミングのミ
スマッチ等により間欠運転が多用されている。そして、起動時
の予熱に多くの熱エネルギーを消費し、多くのCO₂を排出し
ている。予熱は、ドライヤを始めとする煙道やバグフィルタへの
水蒸気の凝縮を未然に防ぎ腐食の進行を抑制すると共に、
一早く加熱骨材温度の安定化をはかるためには必要不可
欠なプロセスである。このようにして、APの間欠運転が繰り返
されることにより、折角ドライヤやバグフィルタに蓄熱された熱
エネルギーが無駄に大気に放散していることは否めない。AP
で間欠運転が多用されるのは、合材の温度が低下しない時
間内にダンプ輸送し舗装施工を完了させる必要があり、AP
はこのことを補完する形で全国に分散配置されてきたこと、さ
らには、ダンプへの積載時間短縮の要請に答えるためにAP
を大型化し、合材の製造能力を増大することにより瞬発力を
求めたことなどがAPの稼働率を大きく引き下げている要因で
あることは第2章でも触れた通りである。
　このため、骨材で最も高含水比でエネルギーを多く消費
する砂の乾燥においても、従来システムでは稼働率が極め
て低調なAPでそのプロセスが行われている。いくら定常運
転時における熱効率が85%を上回っていたとしても、間欠
運転が多用されることによりエネルギーロスが多くなり総合的
な熱効率が大きく阻害されていることは否めない。
　このことから脱却するために、高含水比な砂の乾燥をAP
から切り離しサプライチェーンで砂を単独で乾燥することに
フォーカスしている。そして、少量の水分を残留させた乾燥
砂を製造することで、砂の顕熱が残留水分の蒸発に消費さ
れ外気温よりも低い湿球温度まで低下する。この原理により、
砂の顕熱放散によるエネルギーロスを削減し、雨養生は必
要であるものの乾燥砂の長期貯蔵、長距離輸送を可能とし
ている。
　このようにして、稼働率向上の阻害要因を取り除くことによ

　4.2　ビジネスモデル
　APの省エネルギー化とCO2削減の障壁となっている「省
エネルギー化の限界」と「稼働率向上の限界」を解決する
手段として、今まで述べてきた砂乾燥システムを砂サプライ
チェーンである砕石工場に導入し、乾燥砂を製造して複数
のAPに供給する仕組みを新たなビジネスモデルとして検討
する。
　たとえば、図-81)に示すように本砂乾燥システムを砕石工
場内に設置し、APの間欠運転に影響を受けることなく安定
的に連続稼働させることによって生産性を向上させると共に、
上記で述べた排ガス中水蒸気の凝縮潜熱を砂の乾燥に有
効利用することにより、極めて大きな省エネルギー化とCO2
削減効果を達成することが可能となる。加えて、乾燥砂を砕
石工場から複数のAPに供給する輸送効率に関しても、
10％の水分除去によりダンプ輸送効率が単純に10％改善
され、生産性とCO2削減に相乗的に寄与することが期待さ
れる。
　具体的な砂乾燥システムのビジネスモデルとしては、年間
30万トン規模の乾燥砂を製造する砂乾燥システム（含水比
10%低減、稼働6,000時間/年、乾燥能力50トン/h、CO2
削減4,000t-CO2/年、熱効率150%（LHV）、重油換算
1,400kL削減）を、全国10ヶ所の砕石工場へ導入し、年間
の乾燥砂製造量300万トンを目指す。このことにより、4万
t-CO2/年のCO2削減効果と省エネルギー化による燃料費
削減効果14,000kL（経済合理性）が創出される。
　さらに、本砂乾燥システムで含水比を10%低減した乾燥
砂を年間300万トン製造することで、この乾燥砂の輸送に携

エネルギー全てを水の蒸発のみに利用することで排ガスの
水蒸気分圧を高めることが可能となる。
　ただし、水の蒸発を伴わない乾いた砂の加熱に熱エネル
ギーを消費する場合には、燃焼ガスの水蒸気分圧は燃料と
空気比とに依存しその値は小さくなる。このことは、バーナで
燃料が燃焼する場合に生成する燃焼ガスの水蒸気分圧が
燃焼量には関係なく燃料の種類と空気比（過剰燃焼空気
量）とで決定されるためである。そして、燃料の種類は、炭素
と水素の構成比率で水蒸気分圧が決定され、メタンガスで
ある天然ガスが最も水蒸気分圧が高くなる。
　3.1節でも触れたが、Pr、Se砂ドライヤ共にカウンターフ
ローよりも熱効率に劣るパラレルフロー方式を敢えて採用し
ている。これは、両者の砂ドライヤ共に砂の排出側で水分を
残留させるためである。同排出側では、砂と排ガスとの温度
差が最も小さく、かつ、排ガスの湿度が高まっていることから
砂からの水分蒸発が緩慢となり、カウンターフロー方式よりも
残留水分のコントロールが容易となる。
　2つ目は、ドライヤから排出した砂を外気に晒すことにより、
残留水分を蒸発させて砂の温度を外気温よりも低い湿球温
度にまで下げることができる。例えば、砂の比熱を0.837 
kJ/kg℃、水の潜熱を2.629 MJ/kgとすると、砂の顕熱変
化が30℃に相当する熱エネルギー（30℃×0 . 8 37 
kJ/kg℃＝25.116 kcal/kg）と含水比1%の気化潜熱
（0.01×2.629 MJ/kg＝26.288 kJ/kg）にほぼ匹敵す
る。このことから、ドライヤ内部での定率乾燥における砂の温
度が外気温度よりも上昇していたとしても、湿度の低い外気
に晒すことで、残留水分の蒸発潜熱により速やかに砂の含
水比が低下し、その結果として、砂の温度を外気の湿球温
度にまで下げることができる。例えば、15℃、50％RHの空気
の湿球温度は10℃であるので、この温度まで砂が保有して
いた顕熱を水の蒸発に利用して、含水比を低減することが
できるのである。このことに反して、乾燥状態の砂を外気温よ
りも高温でドライヤから排出すると、無駄に熱を放散して外気
温度まで低下するだけである。
　3つ目は、砂の残留水分を5%程度とすることで、防塵対
策として有効となる。往々にして、合材の原材料である砂を
始めとする骨材は、ショベルローダー、ダンプ、ベルコン等で
搬送するのが一般的で、ダンプへの積み替えやベルコンの
交点で粉塵の発生が伴う。このことから、砂に水分を残留さ
せることは作業環境を含めた環境負荷低減に寄与すること
ができる。
　以上のことから、ドライヤから排出した砂の残留水分を
5%程度にコントロールすることにより、排ガスの水蒸気分圧
を上昇させること、砂の顕熱を水分の蒸発で消費して残留
水分を低減させること、防塵対策としての有効性などの効果
が期待される。さらに、雨養生が必要ではあるが乾燥砂を長

表-1　省エネルギー化とCO₂削減効果の比較 品であるプラスチックごみが海洋に流れ出し，マイクロプラス
チックとして生態系に影響を与え国際問題にまで発展してきて
いる。
　一方，エネルギー資源を持たない我が国は，高度経済成長
を経て1973年と1979年の二度に渡るオイル危機を経験して
いる。このオイル危機が発端になり，10倍以上に跳ね上がった
原油価格の影響を緩和させるべく省エネルギー化の波が一気
に押し寄せてきた。特に，産業部門における省エネルギー化の
躍進には目を見張るものがあり鉄鋼やガラス産業においては，
エネルギー消費量を増大させることなくその生産性の拡大を達
成している。国を上げてこれらの省エネルギー化に取り組んで
きたことにより，先進国の中で我が国はGDPに占めるエネル
ギー消費量が世界最小を達成している。
　同様にしてAPにおいても，新たな省エネルギー技術を積極
的に取り入れて経済合理性の追求とCO₂排出量削減との両
立に取り組んでいる。そして当社は，AP製造メーカとして，地球
環境の変化，社会の趨勢，経済動向などに敏感に反応し，タイ
ムリーに新技術の開発を行うと共に，お客様にご提案を行える
風土と文化を育んで行きたいと考えている。
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